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概 要 
 コンピュータが商用化されてから 60 余年、インターネットが出現してから既に 30 年が
経った現在、過去に栄華を誇った多くの IT 企業が成熟期を迎え、新たな新興国企業が台頭
し、IT 業界における主要プレーヤの顔ぶれが大きく変化してきている。 
 長い間、世界の IT 企業では、IBM、HP、Cisco、Microsoft、Intel、Oracle といった、
インターネットを支える IT 基盤技術を持った企業が、様々な革新的な IT 製品や IT サービ
スを提供して IT 産業を牽引してきた。 
 しかし、IT 基盤が整備し尽くされた感のある今日では、Amazon、Google、Twitter、
Facebook、Salesforce、Dropbox といった、インターネット上で利用者に便利なサービス
を提供する企業が著しい成長を遂げるようになり、巷からも多くの関心と支持を集めてお
り、IT 企業が社会から求められている価値そのものに、これまでとは大きな変化が生じて
いるように感じられる。 
 当初、コンピュータの主流であった中央集中型の大型のホストコンピュータは、集積回
路の劇的な性能の向上によって大幅なダウンサイジングが可能となり、それぞれの機能は
モジュール単位に分散化されて、高機能かつ低価格化することが可能となった。 
 同時に、ネットワーク技術の発展と UNIX OS や Windows OS の出現によって、モジュ
ール化されたコンピュータをオープンなインターネットで接続し、低価格で高機能な IT 環
境を構築することが可能となった。 
 こうして、かつて主流だった中央集中型のホストコンピュータは、機能ごとにモジュー
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ル化、分散化され、極限にまでダウンサイジングした小型コンピュータは、ネットワーク
やインターネットを通じてオープンな環境で接続される様になり、モジュール型のネット
ワークコンピュータにその主要な役割を取って代わられることとなった。 
 更に近年では、企業が求める ITサービスや IT基盤がインターネットの向こう側にあり、
インターネットに接続できる環境さえあれば、企業にとって重たい IT 資産を所有せずとも、
水道・電気・ガスの様に、月額サービスとして利用できる、クラウドコンピューティング
という概念に基づく IT の提供形態が出現し、クラウドコンピューティングの時代が本格到
来すると囁かれる様になると、IT を利用する多くの企業は、IT インフラという巨額な固定
資産の所有を嫌い、クラウドという月額サービスの利用形態を望み、所有から利用へと、
IT への投資の方法を変える企業の動向が見られるようになった。 
 実際に、クラウドコンピューティングの時代が本流になると、モジュール化された多く
の IT 製品を顧客が購入する必要性は失われ、それらを製造販売してきた多くの企業は、従
来顧客の多くを失うことになり、IT 企業の中には、その将来を見越して、自社の IT 製品
をクラウドサービスの形態で提供し始めたり、ハードウェアベンダーからサービスベンダ
ーに事業形態の転換を試みようとしたりする動きも多く見られるようになってきた。 
 ところが、クラウド時代を意識した新しい取り組みは、新たな自社サービスが旧来の自
社商品を食う、いわゆるハニバリズムの状態を自ら作り出すこととなり、自社にとって次
の将来の事業機会を手に入れるために必要不可欠で重要な取り組みであることを理解しつ
つも、新しい事業戦略や急激な事業形態の転換が、社内の混乱や旧来の社内体制との軋轢
を生む原因となり、結果的に自社の業績悪化を引き起こすなど、必ずしもその経営判断や
意思決定が、思い描いた良い結果に結びついていないケースも見受けられる。 
 クラウドという歴史的な IT アーキテクチャの転換期を目の前に迎えつつあるものの、ク
ラウド時代の将来像は未だ混沌として見通しが利かない状況も多く、成熟期に達した IT 業
界の多くの企業の中には、今後どの様な経営判断を行ない、どの様な経営戦略を選択して
行くべきであるのか、未だその方針を明確に出来ていない企業も多く、次の時代への準備
や企業の舵取りの方向を見誤ると、たとえ過去に大きな成功を収めた大企業であっても取
り返しが付かない結果となることを、この業界ではこれまでに何度も経験してきている。 
 本論文では、IT アーキテクチャの次の歴史的転換となるクラウド時代の本格到来に向け
て、これまで IT 業界を牽引してきた IT 企業が、今後どの様な経営戦略を選択し、経営判
断を行って行くべきかについて論じて行く。 
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第１章 はじめに 
第１節 研究の背景 
 コンピュータが商用化されてから 60 余年、インターネットが出現してから既に 30 年が
経った現在、過去に栄華を誇った多くの IT 企業が成熟期を迎え、新たな新興国企業が台頭
し、IT 業界における主要プレーヤの顔ぶれが大きく変化してきている。 
 長い間、世界の IT 企業では、IBM、HP、Cisco、Microsoft、Intel、Oracle といった、
インターネットを支える IT 基盤技術を持った企業が、様々な革新的な IT 製品や IT サービ
スを提供して IT 産業を牽引してきた。 
 しかし、IT 基盤が整備し尽くされた感のある今日では、Amazon、Google、Twitter、
Facebook、Salesforce、Dropbox といった、インターネット上で利用者に便利なサービス
を提供する企業が著しい成長を遂げるようになり、巷からも多くの関心と支持を集めてお
り、IT 企業が社会から求められている価値そのものに、これまでとは大きな変化が生じて
いるように感じられる。 
 従来の IT 技術がすでにコモディティ化し、特にハードウェアメーカーの成長力に鈍化の
兆しが見られるようになった今日、もはやこれまでの様なビジネスモデルでは、継続的に
企業価値を高め、市場からの支持を得続けることが難しくなってきている。 
 当初、コンピュータの主流であった中央集中型の大型のホストコンピュータは、集積回
路の劇的な性能の向上によって大幅なダウンサイジングが可能となり、それぞれの機能は
モジュール単位に分散化されて、高機能かつ低価格化することが可能となった。 
 同時に、ネットワーク技術の発展と UNIX OS や Windows OS の出現によって、モジュ
ール化されたコンピュータをオープンなインターネットで接続し、低価格で高機能な IT 環
境を構築することが可能となった。 
 こうして、かつての中央集中型の大型コンピュータは、機能ごとにモジュール化、分散
化し、極限にまでダウンサイジングされた小型コンピュータはネットワークやインターネ
ットを通じてオープンな環境で接続される様になり、モジュール型のネットワークコンピ
ューティングにその主要な役割を取って代わられることとなった。 
 その結果、それぞれのモジュールのコア技術に特化した新たな IT 企業が次々と出現し、
多くの新興企業は大手企業に事業譲渡（イグジット）し、多くのの大手企業は、自社商品
のポートフォリオを強化して市場シェアを維持、獲得するために、水平統合的な M&A を
繰り返した。 
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 時に、敵対的買収を仕掛けることで、短期間に巨大な企業に成長して競合他社を圧倒し、
自社の企業価値と市場シェアを大きく伸ばし続ける戦略を取ってきた。 
 数多くの競合がひしめく競争環境の中、下克上とも言える熾烈な M&A 合戦が繰り返さ
れた末に、市場での勝者・敗者が明確になり、大手企業同士のポジショニングも明らかに
なり、その結果企業間に均衡が保たれ始めると、企業の成長も鈍化し始めることになる。 
 近年では、更なる成長戦略として幾つかの大手企業が選択した方法が、IT ライフサイク
ルの川上から川下まで、すべてのソリューションを自社で提供できる企業形態にシフトす
ることであった。 
 過去、自社の製品ポートフォリオの強化を目的に、水平方向に M&A を展開していた IT
企業の行動は、今度は自社製品のポートフォリオを垂直方向に展開しはじめ、IT 製品から
IT サービスまで、顧客企業の IT ライフサイクルの全てに対してソリューションが提供で
きる、統合型 IT ソリューション・プロバイダーにビジネスモデルを転換させることを目的
として、垂直統合的な M&A が繰り広げられる様になり、短期的には株価の下げ止まりの
効果を見せているといえる。 
 近年、企業が求める IT サービスや IT 基盤がインターネットの向こう側にあり、インタ
ーネットに接続できる環境さえあれば、企業にとって重たい IT 資産を所有せずとも、水
道・電気・ガスの様に、月額サービスとして利用できる形態、いわゆるクラウドコンピュ
ーティングという概念が新たに出現した。 
 そして、クラウドの時代が本格到来すると囁かれる様になると、IT を利用する多くの企
業は、IT インフラという巨額な固定資産の所有を嫌い、クラウドという月額サービスの利
用形態を望み、所有から利用へと、IT への投資の方法を変える企業の動向が見られるよう
になった。 
 
第２節 研究の目的と意義 
第１項 研究の問題意識 
 クラウドコンピューティングの時代が本流になると、利用者はインターネット越しで IT
をサービスとして利用するようになると、モジュール化されたこれまでの多くの IT 製品は
購入される機会が失われ、IT 製品を売り物として来た多くの企業は、従来顧客の多くを失
い、その行き場を失うことになる。 
 IT 製品を製造販売してきた企業の中には、その将来を見越して、自社の IT 製品をクラ
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ウドサービスの形態で新たに提供し始めたり、ハードウェアベンダーからサービスベンダ
ーに事業形態の転換を試みようとしたりする動きが多く見られるようになってきた。 
 ところが、クラウド時代を意識したその新しい取り組みは、新たな自社サービスが旧来
の自社商品を食う、いわゆるハニバリズムの状態を自ら作り出すこととなり、その取り組
みが、自社にとって新しい時代の流れに乗り、次の将来の事業機会を手に入れるために必
要不可欠で重要な取り組みであることを理解しつつも、新しい事業戦略や急激な事業形態
の転換が、社内の混乱や旧来の社内体制との軋轢を生む原因となるだけでなく、結果的に
自社の業績悪化を引き起こすなど、その経営判断や意思決定が、必ずしも思い描いた良い
結果に結びついていないケースも見受けられる。 
 これまで IT 業界で勝者として君臨し続けてきた数々の企業は、IT アーキテクチャの大
転換を伴うクラウドコンピューティング時代の本格到来を迎えるにあたり、今後もこれま
での様な競争優位を保ち続け、企業価値を最大化し、持続的に成長を継続してゆく事は、
果たして可能であるのだろうか。 
 そしてこれらの IT 企業が今後も継続的に成長を続けるために、どの様な経営基盤を整え、
どの様な経営判断を行ない、どの様な経営戦略を選択して行くべきなのだろうか。 
 
第２項 研究の目的と意義 
 クラウドという歴史的な IT アーキテクチャの転換期を目の前に迎えつつあるものの、ク
ラウド時代の将来像は未だ混沌として見通しが利かない状況も多く、既に成熟期に達した
IT 業界の多くの企業にとって、今後も企業価値を最大化し、持続的な成長を継続するため
に、今後どの様な経営判断を行ない、どの様な経営戦略を選択して行くべきであるのか、
その方針を明確に出来ていない IT 企業も未だ多い。 
 歴史的な IT アーキテクチャの転換期を目の前に、例え過去に大きな成功を収めた大企業
であっても、次の時代への準備や企業の方向性の舵取りを見誤ると、取り返しが付かない
結果となることを、この業界はこれまでに何度も経験してきている。 
 本論文では、IT アーキテクチャの歴史的転換となるクラウド時代の本格到来に向けて、
これまで IT 業界を牽引してきた IT 企業が、今後どの様な経営戦略を選択し、経営判断を
行ってゆくべきであるのか、について論じて行く。 
 本論文が、現在 IT 業界に従事し、事業活動の最前線で自らが責任を持つ立場で重要な意
思決定に携わる方々や、企業経営の意思決定に直接携わる方々にとって、企業の持続的成
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長と事業活動の求める結果に結びつく、IT 企業経営の新たな意思決定の判断材料として、
僅かながらでも役に立つ情報となり得ることができれば、幸甚の至りである。 
 
第３節 本論文の構成 
 本論文では、第２章で、モジュール化されて群立するIT企業郡、すなわち現在のIT業界
の全体像について俯瞰的に理解することを目的に、モジュール化されたITアーキテクチャ
の全体像について一旦整理した上で、各IT企業のビジネスモデルとIT業界におけるポジシ
ョニングを整理する。 
 更にIT業界をセグメント別に市場分析を行って業界の動向を理解した上で、代表的なIT
企業についての企業価値分析を行う。 
 第３章では、ITの持つ根本的な性質と特徴について整理してITの本質に迫り、更に、こ
れまで行われてきた様々な議論を元にして、IT業界が今後どのような将来像を描くことが
できるのか、IT業界の潮流ついて仮説を整理する。 
 第４章では、世界的に代表される複数のIT企業として、IBM、HP、Dellの3社を事例と
して取り上げ、各社の事業戦略と財務状況について調査分析し、各社が現在どの様な経営
戦略を進め、将来どの様な方向性に向かって舵を取ろうとしているのかについて、実情を
示す。 
 第５章では、PC事業において過去に大きな功績を収めたDellを題材として取り上げ、第
３章で整理したIT業界の潮流ついての仮説に照らし合わせた場合、Dellが今後も競争優位
を保ち、企業価値を最大化し、持続的成長を継続してゆくために、現在推進している経営
戦略においてその実現は果たして可能であるのか、また、クラウド時代というITアーキテ
クチャの大転換期を迎えるにあたり、Dellが成功するための必要条件とは何なのか、今後
どの様な経営戦略を選択し、経営判断を行って行くべきなのか、Dellの財務情報と事業戦
略情報を元に、Dellの戦略の限界と可能性について論じて行く。 
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第２章 IT業界分析 
第１節 IT業界の変遷と概況 
第１項 IT アーキテクチャの変遷 
 商用コンピュータは、1951 年に Unisys1が世界初のメインフレーム「UNIVAC-I」を米
国政府連邦統計局に納入したのを皮切りに、IBM（System 360）、NCR（Century）、
Honeywell（Honeywell 800）、GE（GE 200/600）などが発売を開始し、メインフレームは
企業や政府向けの基幹業務や技術開発用大型コンピュータとして、1980 年代までの約 40
年間に渡り、コンピュータアーキテクチャの主流となった。 
 
図表 1  IT アーキテクチャの変遷 
 
出所）筆者作成 
 
 国内においては、1955 年に Unisys が日本初のコンピュータ「UNIVAC-120」を東京証
券取引所と野村證券に納入したが、当時日本政府が国家戦略として、大型コンピュータを
国産化し、コンピュータ産業を重点育成する方針を打ち出し、経済産業省2による多額の補
助金や外資規制などの行政支援・指導によって、1964 年に、富士通、沖電気、NEC が共
同で、初の国産メインフレーム（FONTAC）の開発に成功し、同時に日立製作所も単独で
日立 5020 の開発に成功し、世界のコンピュータメーカーとの熾烈な開発競争に参画し、主
に国内市場を中心に大型コンピュータ市場に参入した。 
                                                   
1 当時はレミントンランド社(Remington Rand)で、1955年にスペリー社(Sperry Corporation)との合併を経て、
1986 年にバローズ社（Burroughs）に吸収合併され、現在のユニシス社(Unisys Corporation)となった。 
2 当時は通商産業省。 
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 「中央集中型コンピューティング」と呼ばれたメインフレームの技術は、各コンピュー
タ会社独自の技術仕様で閉鎖的に固められており、システムインテグレーションから開発、
運用、保守まで、そのコンピュータ会社一社ですべてが賄われていた。 
 そのため、顧客は専門的なことはすべてコンピュータ会社に任せて、システムの操作を
覚えて、システムを事業に有効に活用することに専念することができたが、その一方、顧
客はコンピュータ会社から完全に囲い込まれてしまうことになった。 
 メインフレームは非常に高価で、各社が独自で開発したハードウェア、ファームウェア、
アプリケーションで構成されており、他社製品はもとより、同じ会社の製品であっても他
の製品群との互換性がなく、最新のメインフレームに切り替えたいとなった場合も、高額
な IT 投資を伴ったそれまでのシステムを捨てて、すべて入れ替えなければならなかった。 
 その中で IBM の System 360 は、ホストコンピュータに高性能な最新の自社開発 IC チッ
プを搭載し、小型から超大型まで互換性のあるファームウェアを搭載したファミリーを形
成することで、顧客企業が徐々に大型なシステムに移行しようとしても、端末やプリンタ、
記憶装置などの周辺装置をそのまま移行して使い続けることができ、IT 投資額を少なく抑
えることができるというメリットを提供した。 
 IBM はこの「互換性」という当時画期的な概念を取り入れたことで、System 360 は業界
標準（デファクトスタンダード）3となり、世界的コンピュータメーカーとして、ほぼ独占
的に大型コンピュータ業界を牽引する立場を築くことに成功した。 
 1960 年代初頭には、大型コンピュータ市場の競争激化に伴う業界の再編成が既に始まり、
IBM の競合他社は次々とコンピュータ事業の撤退・縮小に追い込まれる結果となり、IBM
が大型コンピュータ市場シェアの 30%を超えた頃、司法省から反トラスト法に抵触すると
の疑いで調査を受け、その後独占禁止法違反の訴訟を受ける事になる4。 
 そのことがきっかけとなり、IBM は自社の市場シェアを拡大したり、他社の市場シェア
を奪ったりといった、独占的行動と受け取られる公の表現や活動を一切停止することとな
り、さらに事業を解体して分社化することも事業を継続させる一つの選択だとして検討さ
れるまでに至り、IBM はこれまでの勢いを一時期失うこととなる。 
 1981 年に、IBM は超小型なパーソナルコンピュータとして IBM PC を発売して好評を博
                                                   
3
 事実上の標準、De Facto Standard 
4 アメリカ司法省は、1969 年 1 月、IBM が汎用電子デジタルコンピュータ市場、特にビジネス向けに設計さ
れたコンピュータを独占しようと謀り、シャーマン独占禁止法の 2 条に違反したとして、IBM を独占禁止法違
反で提訴した。 
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したが、メインフレームを主軸としていた当時の IBM にとって、PC は重要な商品と位置
付けられておらず、さらに反トラスト問題の渦中にあったこともあり、IBM はコンピュー
タの開発技術や仕様を閉鎖的に堅守してきた過去の慣習を捨て、パーソナルコンピュータ
に関する独自の基本設計仕様を開放し、互換性とオープンアーキテクチャ（Open 
Architecture）5を備えたコンピュータとして、IBM PC/AT6を発表した。 
 IBM は、PC/AT のオペレーションシステムである IBM PC DOS （The IBM Personal 
Computer Disk Operating System）を Microsoft に、CPU を Intel に外部委託し、モジュ
ール化された、他のほとんどの周辺装置もパーツとして外部から調達したが、この時、
Microsoft はこの機会を商機として巧みに利用し、IBM PC/AT 互換機用 OS として「MS 
DOS」を広く発売したことで、MS DOS と Intel の x86 系 CPU を搭載した IBM PC/AT 互
換機が HP7や Dell などから続々と発売されるようになり、PC/AT 互換機がパーソナルコン
ピュータのデファクトスタンダードとして、特にビジネス向けとして、一挙に市場に広ま
って行くこととなった。 
 後に、IBM が独自開発を続けてきた IBM PC の仕様を公開し、収益の核となるはずだっ
た OS と CPU を Microsoft と Intel に手渡してしまったことは、IBM にとって痛恨の歴史
的経営判断ミスだったことを事実上認めている8。 
 この出来事によって、これまで独自仕様で固めてきた中央集中型のコンピュータアーキ
テクチャから、オープンアーキテクチャという新しい概念が定着し、1980 年代に新たな IT
アーキテクチャの転換をもたらす起爆剤となったが、パーソナルコンピュータが、メイン
フレームの存在を脅かし、中央集中型コンピュータアーキテクチャを大転換させる直接の
原因となった訳ではない。 
 1980 年代、信頼性が高く、メインフレームよりも価格性能比が高い、Unix というクラ
イアント・サーバ型 OS の出現によって、ダウンサイジングされ分散化された複数のコン
ピュータは、IP プロトコルというネットワーク標準言語によって、インターネットという
オープンな環境を介してプラグアンドプレイで相互接続され、複数のユーザが同時に分散
処理を行うことが可能となり、中央集中型コンピュータアーキテクチャは、分散型のネッ
                                                   
5 コンピュータアーキテクチャを広く公開することで、他の開発者による互換性を持った互換機や周辺機器、
アプリケーションソフトウェアなどの開発や販売を容易にして、市場でさらにその規格を普及させる事を目的
とする。 
6 IBM PC/AT は、1984 年に IBM が発売したモデル 5170 のことである。 
7 当時 Compaq Computer Corporation。2002 年に HP に約 250 億ドルで吸収合併された。 
8 Gerstner V. Louis（山岡洋一・高遠裕子訳）「巨像も踊る」（日本経済新聞, 2002）, P165  
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トワークコンピューティングの時代に突入し、集積回路の劇的な性能向上と商用インター
ネットの出現によって、新しい発想と革新的な情報技術を持った IT 企業が次々と出現する
こととなった。 
 1982 年、Sun Microsystems Inc.が商用 Unix OS である Solaris と自社開発 CPU である
SPARC を搭載した UNIX サーバを発売し、1984 年に Cisco Systems Inc.が IP&マルチプロ
トコルルータなどのネットワーク装置を発売し、同年には Apple Inc.が GUI（Graphical 
User Interface）に優れた Mac OS を搭載した Macintosh を発売、1985 年に Microsoft 
Corporation が Windows OS を発売、1988 年に米国で商用インターネットが開始された。 
 1990 年代になると、Windows のオープンシステムである Windows Server OS の価格性
能比が向上し、クライアント・サーバ型のシステム導入が更に加速し、メインフレームは
過去の負の遺産、滅び行く恐竜と称され、メインフレーム各社の収益は急速に悪化した。 
 IBM は、オープンシステムの Unix がメインフレームにとって最大の脅威となることを
理解しつつも、30 年近くもの間、既に顧客の囲い込みに成功し、市場ではほぼ独占的なシ
ェアを確立していた状況において、自らが自らの収益の源泉を喰うハニバリズムの状況、
いわゆる Unix 製品の積極的な販売を推し進めるという判断が遅れ、1993 年度決算では、
81 億ドルの経常赤字を計上し、株価も一時 10 ドルを割る水準にまで低迷した。 
 
図表 2 IBM の 1970 年以降の株価推移 
 
出所）Yahoo Finance 2013 年 12 月 10 日 IBM 銘柄に筆者アクセス 
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 こうして、信頼性が高くメインフレームよりも価格性能比が高いUnixの出現によって、
メインフレームを中心とした中央集中型アーキテクチャの時代は終焉を向かえ、1980 年代
以降、インターネットを支える標準規格化されたネットワーク基盤を介して Unix サーバ
同士が接続される、オープンなネットワークコンピューティングの時代、いわゆる分散モ
ジュール型 IT アーキテクチャの時代に転換を果たし、1990 年代、Sun Microsystems は
Unix 製品を中心とした販売で一人勝ちの状況となり、一躍時代の寵児となった9。 
 しかし、Unix 台頭の時代は永くは続かず、Linux OS や Windows Server OS の登場によ
り、2001 年にインターネット・バブルが崩壊した後、商用 Unix は淘汰の道を歩むことに
なった。 
 Linux は、Unix ライクなオペレーティングシステムで、一般公衆利用許諾書のもとにお
いてソースコードを無償で入手でき、営利、非営利に関わらず、誰でも自由に使用、修正、
頒布できることから、オープンソース10で共同開発可能なソフトウェアとして、Unix より
も更に低コストで、あらゆる方面に利用できる幅広い機能と柔軟性を備えている。 
 数多くの Linux ユーザや開発者の協力によってプログラムの問題を修正していくことで、
世界中の開発者の知識を取り入れるという、Linux 独特の開発方法によって、徐々に高い
信頼性を獲得するようになり、Linux はサーバ、メインフレーム、スーパーコンピュータ
用の OS として、また、携帯電話やテレビなどの組み込みシステムとして、あらゆる用途
で使用される様になった。 
 Windows Server OS については、Unix が高度な専門知識を要する高級オペレーティン
グシステムであるのに対して、Windows Server OS は当初は様々な機能上の欠落などが山
積しているなどして、オープンシステムの OS としての完成度が甘く、金融や通信などの
重要な社会基盤となるシステムに導入されることはかったが、Unix に比べて安価であり、
徐々に改良が重ねられて性能が向上されたことから、やがてユーザからの支持を高め、オ
ープンソースの Linux OS と併せて支持を得て、Win／Lin 時代と呼ばれるようになった。 
 こうして、皮肉にも、Sun Microsystems は過去に Unix で IBM からメインフレーム主流
の座を奪取した時と同じ理由で、その主流の座を奪われる形となった。 
 Sun Microsystems も IBM と同様、Windows と Linux が Unix にとって脅威となること
                                                   
9 1982 年に AT&T と Sun が商用 Unix を発売したが、1993 年に AT&T が米国司法省から独占禁止法違反の
訴訟を受けて解体したことなどに起因して、Sun が独占的地位を得た。 
10 著作権保持者が、そのソフトウェアのソースコードを、どんな目的のためであっても、自由に変更、開発、
配布するための権利を与えるとしたもの。  
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を決して理解していなかった訳ではなかったが、 機能面でも優れ、既に多くの重要な IT
インフラとして Unix が採用され、ネットワークコンピューティングのデファクトスタン
ダードとなっている現状から、じわじわと押し寄せてくる潮流の変化や顧客要望の変化を
容易に受け入れることができず、自らが自らの収益の源泉を喰うハニバリズムの状況、い
わゆる Linux 製品の積極的な自社開発や販売・サポートを推し進めるという判断と施策が
遅れた結果、2010 年にOracle Inc.に買収される結末を迎えることとなった11。 
 1990 年代中盤になると、シリコンバレーを中心に、インターネット基盤の環境整備が進
むに連れ、e-コマースの将来性を見据えたサービスを提供する IT ベンチャー企業、いわゆ
るドットコム企業が数多く設立され、新たなビジネスモデルに注目が集まる中、米国の低
金利によってベンチャー創業資金や投資資金の調達が容易となり、投資家や多くの企業が
インターネット関連投資に走り、その後株式を公開したベンチャー企業創業者は莫大な富
を手にし、米国ではベンチャー設立ブームとドットコム・バブルに沸いた。 
 1999 年から 2000 年にかけて IT 関連企業の株価は異常に上昇したが、アメリカ連邦準備
制度理事会の利上げを契機に株価は下落を始め、アメリカ同時多発テロ事件もあって、2001
年～2003 年にかけて株価は急速に暴落し、投機熱が冷めた時、社会に実利を提供しない多
くの IT 関連のベンチャー企業は倒産に追い込まれた。 
 Amazon .com Inc.、Google Inc.、eBay Inc.など一部のベンチャー企業はインターネッ
ト・バブルを生き残り、インターネット上で利用者に便利なサービスを提供し、社会に実
利をもたらす斬新なビジネスモデルとして評価され、新たな IT 産業の牽引役となり、イン
ターネット・バブル以降、社会が IT 企業に求める価値そのものに、これまでとは大きな変
化が生じるようになっていった。 
 Amazon.com Inc.は、2002 年に Amazon Web Services（AWS）の提供を開始し、2006
年には Amazon Elastic Compute Cloud を開始、Google Inc.は、同じく 2006 年に Google 
Apps を提供すると共に、それらの提供サービスを“クラウド”という新たな提供形態の
概念として提唱し、インターネット環境に接続すれば、企業は IT 資産を所有せずとも、求
める IT 環境を水道・電気・ガスの様に、月額サービスとして利用できる形態、いわゆるク
ラウドコンピューティングという概念を発表し、両社は共に、クラウドサービスを提供す
                                                   
11 買収交渉は Sun 側から持ちかけられ、2009 年に IBM による Sun の買収が交渉中とされたが、2010 年１月
に Oracle Inc.に一旦買収された後、同年 2 月に子会社である Oracle USA, Inc.と合併し Oracle America, Inc.
となった。 
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る企業として本流を進んでいることを市場に強く印象付け、その後高い株価を維持するこ
とに成功した。 
 
図表 3 Amazon.com Inc.の株価推移 
 
出所）Yahoo Finance 2013 年 12 月 26 日 Amazon 銘柄に筆者アクセス 
 
図表 4 Google Inc.の株価推移 
 
出所）Yahoo Finance 2013 年 12 月 26 日 Google 銘柄に筆者アクセス 
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 クラウドコンピューティングの出現によって、ダウンサイジングされ、モジュール化さ
れ、分散化されたコンピュータがインターネットを介して接続される、分散モジュール型
IT アーキテクチャから、今後は、インターネットに接続する環境さえあれば、あらゆる IT
リソースや IT サービスは、電気・ガス・水道の様に、使った分だけ月額で調達できるとい
うクラウドコンピューティングの時代に、アーキテクチャは大転換をしようとしている。 
 過去 19 世紀の第二次産業革命時には、製造業の工場で稼動する機械設備は電気を動力源
とする電動機が主流であったが、各社が工場ごとにそれそれ、石油を燃料とする発電設備
を所有し、数多くの電気技師や保安要員を自社で抱えていた。 
 現代においては、電力会社が電力産業を構成し、充実した発電施設と配電網を備えた電
力インフラが社会基盤として成立する様になり、ほとんどの企業が自社で電力設備や大量
の人員を自社で抱えておく必要性はなくなり、安定した電力供給と低価格な電気料金であ
ること意外、どの様な方式の発電設備で電力が生産されていて、それらがどこに設置され
ているかということについては、利用者の直接の関心事ではなくなっている。 
 同様に、近い将来、IT 基盤が更に整備され、ユーザはインターネットにプラグインすれ
ば、安心して、信頼性の高いあらゆる IT サービスがクラウドという形態で提供される環境
が実現されるようになれば、企業は巨額な初期投資や膨大な管理工数を必要とする IT 基盤
や、高い人件費となる高度な IT 技術者や運用要員を自社で抱える必要性はなくなり、安定
的でセキュアな IT サービスレベルの提供と低価格な利用料金であること意外は、どの様な
IT アーキテクチャが採用され、どこのメーカーのハードウェアが使われ、その IT 基盤が
どこに設置されているか、ということなどは利用者には直接の関心事ではなくなってくる。 
 そうすると、ユーザは、モジュール化された IT 製品を自社でわざわざ調達する必要性は
なくなり、IT 製品を提供してきたベンダーは、自社にとって収益の源泉として提供してき
た商品をユーザに販売提供する販売機会を失うこととなる。 
 この時、多くの IT ベンダーは、過去の IBM や Sun Microsystems と同様、IT アーキテ
クチャの大転換の際にみられた様に、製品を販売するという従来の提供形態から、クラウ
ドというサービス形態に提供方法を転換する必要性が生じることによって、自らが自らを
喰うハニバリズムの状態を招くこととなる。 
 収益を支える主力製品がコモディティ化12し、これまで主流であった IT アーキテクチャ
                                                   
12 消費者にとって生活に欠かせない必需品であるが、市場に流通している商品がメーカーごとの個性を失い、
どこのメーカーの製品を購入しても大差ない状態のこと。 
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そのものが近く大きな転換を遂げようとしている現在、IT 業界の多くの企業は事業転換を
余儀なくされることとなるが、これらの企業が将来の事業継続と企業成長に向け、どの様
な経営判断を行って行くべきであるのか、それを紐解くために、先ずは、IT 業界の全体構
造を俯瞰的に理解するために、モジュール化された IT 企業群の事業内容について、次項で
整理を行うこととする。 
 
第２項 モジュール型 ITアーキテクチャの構造 
 IT 業界の全体構造と、各 IT 企業の事業内容を理解するには、IT 業界全体をモジュール
化されたオープンなコンピュータシステムとして理解すると全体像を捉えやすいと考え、
以下に、モジュール型 IT アーキテクチャの全体構造にクラウドサービスの位置付けを付加
して、整理を行った。 
 
図表 5 モジュール型 ITアーキテクチャの全体構造 
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出所）L.V. Gerstner, 山岡洋一・高遠裕子訳『巨像も踊る』（日本経済新聞, 2002）,p.208 を元に筆者加筆 
 
 「ハードウェア」の最下層にはモジュール化されたコンピュータの主要部品があり、そ
れらがサーバ、ストレージ、PC などを構成し、ネットワーク等で接続されることで、一
つのハードウェア、すなわち IT 基盤が構成される。 
 「ソフトウェア」はオペレーションシステム（OS）、ミドルウェア、アプリケーション
すべてを指し、IT 基盤のハードウェア上には、ハイパーバイザという、ネットワークで接
続された複数のコンピュータを仮想的に１台のコンピュータとして、もしくは１台のコン
ピュータを仮想的に複数のコンピュータとして稼動させるための仮想化ソフトウェアを乗
せ、その仮想コンピュータ上に OS を稼動させる。 
 更に、その OS と上位の複数のアプリケーションを繋いでアプリケーション間の機能を
連携させたり、他の IT モジュール同士、コンピュータ同士を連携させたりするための機能
を提供するミドルウェアを実装し、その環境上でさまざまな機能を備えたアプリケーショ
ンソフトウェアを稼動させて、ひとつの大型コンピュータと同等の役割を実現している。 
 IT 業界で「サービス」という場合、ハードウェアベンダー、ソフトウェアベンダー各企
業の事業内容によって、さまざまなサービスが存在している。 
 まず、ハードウェアやソフトウェアを販売した後の故障や障害を保障したり、定期的に
製品をメンテナンスしたり、障害時にすぐに駆け付けて製品やシステムの復旧のサポート
を行ったりする「保守・メンテナンス」、販売製品を自社で運用して行くために高度な IT
の専門知識が必要となる場合に、利用者に特別なトレーニングをする「教育・研修」、更に
は、顧客がシステムを自社で運用するノウハウがなかったり、外に外注してしまった方が
運用コストも安くメリットがあったりする場合に、システムの運用や監視を IT 企業が請負
う「運用・監視アウトソーシング」、複数の IT 企業の製品や IT モジュールを組み合わせ、
最適なネットワークコンピュータを設計構築する「システムインテグレーション」、顧客企
業の経営課題を分析し、顧客にとって最適な IT 戦略プランを提供する「IT コンサルティ
ング」、さらには IT 課題の分析を通じて見えてきた経営課題そのものを解決するための最
適な「経営戦略コンサルティング」などがあり、IT 企業の事業能力によって提供している
サービスの範囲は実に様々である。 
 従来は、IT 企業は構築した IT 基盤を顧客がすべて買い取る契約形態を前提に提供して
きたが、近年ではクラウドという概念が広まり、電気やガス・水道の様に、IT 基盤を顧客
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が所有せず、月額サービスとして利用できる形態を提供する IT 企業が数多く出現している。 
 クラウドには、いくつかのサービス形態が存在し、まず、基本的な IT 基盤のみをサービ
ス事業者がクラウドとして提供するサービス形態を IaaS （Infrastructure as a Service）と
呼び、利用者は IT 基盤のハードウェアを従来の様に固定資産として所有せず月額支払いの
サービスとして利用し、OS やミドルウェア、アプリケーションなどのソフトウェアを自
由に選択してそのハードウェア上に実装する、もしくは最も自社に適した独自システムを
開発して実装して、IT 基盤だけを外に出して自社で運用することが可能となる。 
 PaaS （Platform as a Service）は、IT 基盤のハードウェア上に OS と汎用的なミドルウ
ェアまでを載せた状態までをサービス事業者が提供するクラウドサービスの形態である。 
 利用者は IT 基盤の多くを固定資産として所有せず月額支払いのサービスとして利用し、
必要なアプリケーションだけを自由に自社で購入して PaaS 上に実装する、もしくは最も
自社に適した独自システムを開発して実装して自社で運用することが可能となる。 
 SaaS （Software as a Service）は、汎用的なアプリケーションソフトウェア、もしくは
サービス事業者が独自で開発した業務用などのアプリケーションソフトウェアを提供する
クラウドサービスの形態で、利用者はインターネット環境に接続すれば、あらゆる IT サー
ビスや IT リソースの提供を受けることが可能となるサービス形態である。 
 クラウドの場合、どのサービス形態であっても、インターネットやネットワークを通し
て IT リソースや IT サービスを利用できる環境が提供されるため、製品に対しての保守・
メンテナンスという概念は存在しない。 
 しかし、利用者はクラウドサービスを利用していても、自社で使用する IT 環境について
は、十分理解し、安定した運用を維持継続して行かなければならないため、クラウド上で
提供されるソフトウェアを自社運用するための教育や研修、自社のユーザ環境や自社シス
テム環境の監視・管理、およびそれらの運用や、さらに、従来自社所有していたシステム
をクラウド環境に移行するための IT コンサルティング、それらを総合的に自社の能力と融
合させ、事業の成果として効果的に結び付けて行くためのビジネスコンサルティングなど、
IT 環境を自社所有した場合とほぼ同様の IT の付帯サービスが必要となってくる場合があ
り、クラウドサービスの延長線上にこの様な IT サービスが存在している。 
 この様に、IT 業界は、モジュール化されたオープンなコンピュータシステム、いわゆる
モジュール型 IT アーキテクチャの構造を元に構成されているが、次項では更に IT 業界を
事業内容毎に分類し、具体的にどの様な IT 企業から構成されているのかについて整理する。 
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第３項 IT 業界の分類とプレーヤ 
 IT業界はモジュール毎に専門特化した企業が数多く存在するため、現在のIT業界の全体
像を俯瞰的に理解するために、本項では、IT企業群をビジネスモデル毎に分類し、IT業界
におけるポジショニングを整理する。 
 まず、国内のIT業界を含めたIT産業全体を俯瞰して見てみると、総務省「平成25年度情
報通信白書」13によると、事業展開モデル別に「端末」「インフラ」「プラットフォーム」「ア
プリサービス」「非ICT産業」としており、それぞれに「B2C」「B2B」が存在している。 
 「端末」について見てみると、端末と、端末に付随する通信機器を含めた、B2B・B2C
向けの販売が行われ、共にグローバル市場に展開するが、既に低成長の分野としている。 
 「インフラ」については、B2B・B2C共に販売が行われているが、主に通信事業者によ
る国内向け販売が主となっており、安定的な事業となっている。 
 「プラットフォーム」は、国内向けB2Bが中心であり、インターネットサービスを含め
たサービス提供により、今後さらに成長と高い収益が見込める市場と考えられており、ク
ラウドサービスの出現により、「アプリサービス」との境界も明確化し辛くなり始めている。 
 「非ICT産業」は電気・ガス・水道・金融専用システム網など社会インフラを指すため、
IT業界の産業とは区別し、ここでは割愛することとする。 
 
図表 6 国内 ICT産業の全体像 
 
出所）総務相「平成25年版 情報通信白書」, p78 
                                                   
13 総務省 Web Site, http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/index.html 
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 次に、総務省「平成 25 年度情報通信白書」から国内 ICT 産業の収益性と成長率を見て
みると、2011 年現在、かつて世界において日本がリードしてきた白物家電などのエレクト
ロニクス関連機器、通信機器は既にマイナス成長であり、IT 機器や半導体、通信の産業は
低収益・低成長分野となっており、現在では既に新興国企業に主力の座を明け渡している。 
 対して、IT サービス、インターネット、ソフトウェアといった、既に整備が整った IT
基盤の上で、ユーザに直接サービスとして展開することができる事業が、高い収益性と成
長率を持ち、今後の可能性を期待される事業分野となっている。 
 
図表 7 国内 ICT産業の収益性と成長率 
 
出所）総務相「平成 25年版 情報通信白書」, p72 
 
 続いて、オープンなコンピュータシステムを構成するモジュール型 IT アーキテクチャの
構造に立ち返り、国内の IT 業界の全体像を整理、分析して行く。 
 IT 業界では、企業ごとの設立経緯や業務発生の背景によって、提供する事業の業態は
様々で、自社主力製品の販売を目的に、子会社の設立などを通じて周辺 IT サービスを提供
するなど、一社で行う業務範囲が多岐に渡っていることが多く、一概に企業毎に明確な業
態区分を行うことは困難であるが、IT 業界を大きく分類すると、「ハードウェア業界」、「ソ
フトウェア業界」、「通信・情報処理・サービス業界」に分けることができ、それぞれの IT
企業が、それぞれの業界に軸足を置きながら、場合によってはシステムインテグレーショ
ン（System Integration：SI）や付随 IT サービスを提供している。 
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図表 8 国内 IT業界の分類とプレーヤ 
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出所）L.V. Gerstner, 山岡洋一・高遠裕子訳『巨像も踊る』（日本経済新聞, 2002）,p.208 を元に筆者加筆 
 
 「ハードウェア業界」では、国内では NEC（日本電気産業株式会社）、株式会社日立製
作所、富士通株式会社などは、コンピュータの製造業から情報サービス業へシフトし、メ
インフレーム、サーバ、ストレージ、ネットワーク装置、プロセッサ、パーソナルコンピ
ュータ、スマートフォンなどの精密電子機器の製造販売と、それらの提供に付随するソフ
トウェア、システムインテグレーション、IT サービスなどを総合的な提供を行っており、
取引先は主に政府・官公庁、学校法人、大手企業向けが中心で、数百名規模の中小企業と
の取引は基本的に子会社もしくは販売代理店によるパートナー販売を行っている。 
 外資系企業については、IBM、HP、Cisco、Apple、Dell のいずれも、グローバル企業
として本国に本社機能と技術開発の機能を置き、日本には販売機能のみ委託している。 
 「ソフトウェア業界」については、OS やミドルウェアなどの基本ソフトウェアやアプ
リケーションソフトウェアをパッケージ化された汎用ソフトウェアとして商品販売する業
態と、顧客毎にカスタマイズ可能な汎用アプリケーションソフトウェアの開発を込みで提
供する業態と、更に、金融業や大規模企業のシステムを専門にソフトウェア開発を行う業
態とに分けることができる。 
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 Microsoft や Oracle、SAP など多くの外資系企業については、グローバル企業として本
国で製品開発されたパッケージ汎用ソフトウェアを販売商品として、本国に本社機能と技
術開発・製品開発の機能を置き、日本を始め現地国には、本社の販売委託機能として、営
業部門と営業を支援する技術部門とマーケティング部門、及び販売した製品のサポート部
門のみを配置する形態を取り、効率的なグローバル展開を行っている企業が多い。 
 「通信・情報処理・サービス業界」については、「情報通信業」として公的には日本標準
産業分類で定められており、中分類としての「通信業」としては、国内企業では NTT グ
ループや KDDI グループなど、固定・移動通信サービスなどを提供するテレコム会社や、
「情報サービス業」として、NRI（株式会社野村総合研究所）や CTC（伊藤忠テクノソリ
ューションズ株式会社）などの SI（System Integrator）や、組込みソフトやパッケージソ
フト、ゲームソフトなどソフトウェアの製作、受託開発などを行うソフトウェア業、情報
の演算処理の代行業務や、業界情報など各種データの収集、提供などを行う情報処理業、・
情報提供サービス業、および市場調査、世論調査などのその他の情報処理・提供サービス
業などがあり、「インターネット付随サービス業」として、ウェブ検索サービス、ネットシ
ョッピングサイト、ネットオークションサイトなどのポータルサイト・サーバ運営業、Web
音楽や映像配信、ASP サービス（Application Service Provider）などのアプリケーション・
サービス・コンテンツ・プロバイダ業、 iDC（internet Data Center）事業や電子認証サー
ビス、課金・決済代行サービスなどインターネット利用サポート業などがある14。 
 そして、「インターネット業界」を除く IT 業界の企業の多くは、顧客から業務を請け負
う際、要件定義や概要設計、プロジェクト管理を行ったり、システムの運用管理をアウト
ソーシングで提供したり、ネットワークやサーバなど IT 基盤の設計・構築を請け負ったり、
IT エンジニアを派遣するなど、必要に応じてシステムインテグレーション（SI）や付帯す
る IT サービスの提供を行っている。 
 コンピュータをシステムとして構築する必要がある利用顧客にとって、システムインテ
グレーションは高度な専門性を要するため外部依存度が高く、“情報の非対称性15”が著し
                                                   
14 日本標準産業分類では、情報通信業の範囲は本来、放送業と、映像・音声・文字情報制作業を含めた 5 つに
分類されているが、本論文では除外して整理した。 
15 市場では一般に、売り手が保有する情報と買い手が保有する情報の間には大きな格差があり、買い手は商品
の品質に関して売り手からの説明に依存するしかないが、売り手には商品の正しい品質を買い手に伝えるイン
センティブがないため、買い手は商品を購入するまで商品の品質に関する情報について完全には知りえない状
態、すなわち、取引・交換の参加者間で保有情報が対等でなく、情報優位者と情報劣位者が存在している状況
を”情報の非対称性”といい、米国の経済学者 George Arthur Akerlof が 1970 年に“The Market for Lemons: 
Quality Uncertainty and the Market Mechanism”で論文発表した。 
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い IT 業界においては、ベンダーのシステムインテグレーション能力は非常に重要な選定要
素であり、ベンダーにとって他社との比較優位性を示す重要な差別化要素となっている。 
 「インターネット業界」については、それらの IT 基盤の上で、e-Commerce（EC）や
Web 検索、Web 有料情報提供、SNS（Social Network Service）などのサービスを提供して
おり、サービス提供用に使用される IT 基盤、特にハードウェアについてはサービスを提供
するための原価となるため、コスト重視の設備仕様が採用されている傾向が強い。 
 インターネット業界には、インターネット附随サービスの円滑な活動を支援するために、
データセンターや専用設備を備えた事務所内で、機器の整備や保安業務、システムの監視
など、各種サポート業務を行うインターネット附随サービス業、ウェブ検索サービスやネ
ットショッピングサイト運営・ネットオークションサイト運営などのインターネットを用
いた情報提供や、契約者にサーバ機能の提供を行うポータルサイト・サーバ運営業、ASP
会社やウェブコンテンツ提供会社など、インターネットを用いた音楽提供や映像配信など
を行うアプリケーション・サービス・コンテンツ・プロバイダ業、電子認証サービス・セ
キュリティサービスなど、インターネット利用時に必要とされる各種サポートをサービス
提供するインターネット利用サポート業がある。 
 続いて、次節では、IT 業界を「ハードウェア業界」「ソフトウェア業界」「サービス業界」
「クラウド業界」という大きな４つのセグメントに分けて、IT 業界の各市場動向の分析を
通じて、IT 業界全体が、クラウド時代の本格到来に向けて、現在においてどの様な影響が
見られるのか、という点を中心に、IT 業界の全体像について更なる理解を図って行く。 
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第２節 IT業界の分析 
第１項 IT 業界全体 
 本節では、世界市場についての情報は米国 IT 専門情報調査会社 Gartner Inc.から、国内
市場については米国 IT 専門情報調査会社 IDC Inc.の日本法人である IDC Japan Inc.から、
できる限り直近のレポートを用いて IT 業界全体の分析と整理を進めて行く。 
 Gartner Inc.は 2013 年度のレポート16において、2013 年度における世界の IT 需要の全体
市場規模は 3 兆 7,230 億ドル（1$＝100 円換算で 372 兆 3 千億円）であり、主な成長要因は、
従業員に新たにスマートフォンやタブレット端末を買い与える企業が多かった事に拠るも
のとし、今後も 3〜5 年間は、PC から他のモバイルデバイスに移行する支出の上昇を中心
に、IT 需要全体は緩やかながらも成長が続くだろうと予測しており、IT 需要の劇的な変化
としては、ソフトウェアは、ライセンス購入からクラウドサービス利用へ、サーバは購入
からクラウドのストレージサービスに移行して行くと予想している。 
 
図表 9 世界の IT 需要と予測 
Worldwide IT Spending Forecast (Billions of U.S. Dollars) 
2012 2012 2013 2013 2014 2014
Spending Growth (%) Spending Growth (%) Spending Growth (%)
Devices 676 10.9% 695 2.8% 740 6.5%
Data Center Systems 140 1.8% 143 2.1% 149 4.1%
Enterprise Software 285 4.7% 304 6.4% 324 6.6%
IT Services 906 2.0% 926 2.2% 968 4.6%
Telecom Services 1,641 -0.7% 1,655 0.9% 1,694 2.3%
Overall IT 3,648 2.5% 3,723 2.0% 3,875 4.1%
 
出所）Gartner Inc., July 2013 
 
 対して、国内における IT 需要予測としては、IDC Japan Inc.は 2013 年度のレポート17に
おいて、国内の IT 市場規模は、13 兆 7,525 億円と前年比成長率マイナス 0.9％とほぼ横這
いで、ハードウェア市場は前年比成長率マイナス 5.0％の 6 兆 2,242 億円、IT サービス市場
                                                   
16 Gartner Web Site, http://www.gartner.com/newsroom/id/2537815 
本節で取り上げる各セグメントについて、Gartner および IDC の市場レポートにおけるスコープ定義は、「PC･
タブレット」は“Devices“に、「サーバ・ストレージ」は“DataCenter System“に、「ソフトウェア」は“Enterprise 
Software“に、「クラウド」は“DataCenter Service“,“Enterprise Software“,“IT Service“,“Telecom Service“に包
含されている。 
17 IDC Japan Web Site, http://www.idcjapan.co.jp/Press/Current/20130729Apr.html 
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は前年比成長率 1.9％の 5 兆 309 億円、パッケージソフトウェア市場規模は前年比成長率
4.3％の 2 兆 4,974 億円と予測する。 
 
図表 10 国内の IT 需要と予測 
 
出所）IDC Japan, 7/2013 
 
 2013 年の国内 IT 市場が横ばい成長となる背景については、仮想化の進展に伴うソフト
ウェア市場とストレージ市場の成長などのプラス要因と併せて、2012 年まで IT 市場成長
を牽引していたスマートフォンの普及がピークに達しつつある事と、PC からタブレット
端末への置き換えによる家庭向け PC 市場のピークアウト、更には通信事業者による LTE
サービス向けインフラ投資が 2012 年に前倒しとなったことによるものとしている。 
 2013 年の国内 IT 市場では、クラウド向け IT 基盤への投資とスマートデバイスの普及に
よる市場の下支えあったが、2012～2017 年の年間平均成長率（CAGR: Compound Annual 
Growth Rate）は 0.1％と横ばい成長となると予測しており、その要因は、クラウド化の流
れによって、IT 基盤を構成するハードウェアの企業向け需要が将来的に減少することが避
けられないためとしており、現在の国内 IT ベンダーは世界レベルで起きている激しい IT
市場の構造変化の波に必ずしも乗り切れておらず、今のままでは国内 IT 市場の成長のスピ
ードは、世界との差がますます開いていく傾向にあると、IDC Japan は日本市場に対して
厳しい警告を発している。 
 
第２項 ハードウェア業界 
１．PC･タブレット市場環境 
 Gartner Inc.は 2013 年度のレポートにおいては、2013 年度における世界のデバイス市場
 29 
 
規模は 6,950 億ドル（1$＝100 円換算で 69 兆 5 千億円）であるが、コモディティ化が激し
い PC については、Apple Inc.が 2007 年に iPhone を、2010 年に iPad を発売して以来、ス
マートフォンとタブレットが消費者のニーズを掴み、これまで PC 以外に選択肢がなかっ
た PC ライトユーザが、スマートフォンやタブレットなどのスマートデバイス18に流出し、
PC 以外のデバイスの急速な需要増加に置き換わる形で、PC の需要は年々激しい落ち込み
を見せている。 
 
図表 11 世界の端末市場成長率19 
Worldwide Device Shipments by Segment (Thousands of Units)
Device Type
2012
Shipments
2013
Shipments
2013
Growth (%)
2014
Shipments
2014
Growth (%)
PC (Desk-Based and Notebook)       341,273       303,100 -11.2%       281,568 -7.1%
Ultramobile           9,787         18,598 90.0%         39,896 114.5%
Tablet       120,203       184,431 53.4%       263,229 42.7%
Mobile Phone    1,746,177    1,810,304 3.7%    1,905,030 5.2%
Total    2,217,440    2,316,433 4.5%    2,489,723 7.5%
 
出所）Gartner Inc., October 2013  
 
 従来、モバイル端末用の OS は、Windows か携帯電話用に自社開発された独自のファー
ムウェアが用いられていたが、2007 年、Google Inc.などが中心となり設立した規格団体が、
オープンソースで自由にソフトウェア開発ができる携帯電話用ソフトウェア・プラットフ
ォームである Android OS を発表し、デファクトスタンダードを狙い、無償で配布した。 
 Apple Inc.の iOS 端末の広がりと共に、Apple に対抗しようとする多くの携帯電話メー
カーがGoogleのAndroid OSをこぞって採用して高機能なAndroid OS端末を製造発表し、
PC に置き換わる形で、瞬く間にタブレット端末が広がりを見せた。 
 こうして、スマートフォンとタブレットの出現により、これまで PC 以外に選択肢がな
かった PC ライトユーザがタブレットに流出し、PC 市場は現在も日を追うごとに縮小を続
け、更に、Lenovo Corporation（中国）や Acer Inc.（台湾）、ASUSTeK Computer Inc.（台
湾）などアジア系新興国 IT 企業が、低価格を武器に新たに PC 市場に参入し、更なる激し
い価格競争を生んでいる。 
                                                   
18 Mobile Phone, Tablet, Ultramobile といった、Desktop & Note PC 以外のデバイスの総称。 
19 Gartner Web Site, http://www.gartner.com/newsroom/id/2610015 
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図表 12 世界の PC 市場シェア20 
Preliminary Worldwide PC Vendor Unit Shipment Estimates for 3Q13 (Units)
Company
3Q13 
Shipments
3Q13 
Market 
Share (%)
3Q12 
Shipments
3Q12 
Market 
Share (%)
3Q12-3Q13 
Growth (%)
Lenovo    14,154,355 17.6%    13,774,828 15.7% 2.8%
HP    13,732,398 17.1%    13,532,449 15.4% 1.5%
Dell      9,306,202 11.6%      9,218,063 10.5% 1.0%
Acer Group      6,666,789 8.3%      8,615,940 9.8% -22.6%
Asus      4,923,397 6.1%      6,354,096 7.2% -22.5%
Others    31,496,126 39.2%    36,314,030 41.4% -13.3%
Total 80,279,267 100.0% 87,809,406 100.0% -8.6%
 
出所）Gartner Inc., August 2013  
 
 Lenovo においては、母国中国の著しい経済成長に合わせて、PC の出荷台数が 2013 年
第 3 四半期に HP を抜いて世界トップとなり、インドや ASEAN 諸国の経済成長も合わせ
て、今後更に市場シェアを伸ばすものと見られている。 
 Acer や Asus については、もともとは Dell、HP、Apple、Sony など、既存 PC メーカ
ーに下請けとして PC 用パーツの提供や、低コストを武器に、PC の OEM を請け負ってい
た台湾の IT 企業であったが、オープン化、標準化が進んだ PC の世界では、組み立て技術
を身につけることは容易であり、下請け時代に蓄積した製造技術と部品調達力、低価格を
武器に、やがて自社ブランドを立ち上げ、新たに PC 市場に参入した。 
 その結果、更に価格競争が激化し、既存メーカーにとってコモディティ化の進んだ PC
事業は、もはや高い収益を生み出すことが難しい、新興国企業にとって好都合なビジネス
へと置き換わったといえる。 
 IBM は、元々自社が開発した IBM PC の OS とマイクロプロセッサーの製造を Microsoft
と Intel に委ねてしまったことを皮切りに、主要パーツの外部調達比率を高めた結果、他社
との熾烈な価格競争の結果、1990 年代中盤には PC 事業の収益力が悪化し、2005 年早々に
は他社に先駆けて事業撤退を判断し、PC 事業を Lenovo（中国）に売却し、その後、高収
益が見込めるサービス事業やソフトウェア事業に経営資源を集中させている。 
 HP は、2011 年 8 月に PC 事業の売却・分社化を一旦発表したが、同年 11 月に PC 事業
を継続することを再発表し、現在は Lenovo に次いで世界第２位のシェアを持っている。 
                                                   
20 Gartner Web Site, http://www.gartner.com/newsroom/id/2604616   
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 Dell は、世界市場第３位の PC メーカーであるが、MBO （Management Buy Out）に
よって私企業化を推し進め、2013 年 10 月に株式非公開化を完了させた。 
 MBO に至る詳細は公表されていないが、HP 同様、短期的なリターンを期待する株主か
ら PC 事業の整理を求める強い圧力があったものと考えられるが、CEO の Michael Dell を
中心とする Dell 経営陣と株主との考え方の相違から、Dell の豊富なキャッシュ力を元に、
私企業として、PC 事業の次の収益源となり得る IT 基盤事業への展開を急いで進めている。 
 
図表 13 国内の PC 市場シェア21 
 
出所）IDC Japan, 2/2013 
 
 一方、国内市場については、2011 年、国内ベンダーとしてシェア首位の日本電気株式会
社（NEC）が Lenovo との合弁でレノボ NEC ホールディングス（出資比率は Lenovo 51%、
NEC 49%）を設立し、その子会社として NEC パーソナルコンピュータ株式会社とレノボ・
ジャパン株式会社を傘下に置き、NEC の PC 事業を分社化して移管し、NEC パーソナル
コンピュータが製造、NEC 本体が販売を担う体制に切り替えた22。 
 NEC は、国内市場を堅守することに強い拘りを持っており、NEC と Lenovo のブラン
ドは国内市場向けにそれぞれ継続使用されるが、国内でこれまで非常に高い評価を得てき
た NEC PC については、引き続き NEC パーソナルコンピュータが製造し、Lenovo PC に
ついても、納期短縮を理由に、これまで中国で生産されていた国内向け ThinkPad の一部
を NEC パーソナルコンピュータによる国内生産に切り替えていく予定としている23。 
 NEC が Lenovo をパートナーとして選択した背景として、研究開発 R&D の合理化、生
                                                   
21 IDC Japan Web Site, http://www.idcjapan.co.jp/Press/Current/20131111Apr.html 
22 統合 5年後にNECの同意があればLenovoが合弁会社の全株式取得権行使が可能の条件が付与されている。 
23 日経新聞 2012 年 7 月 4 日, http://www.nikkei.com/article/DGXNASDD0401T_U2A700C1EB2000/ 
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産設備の効率化などによって PC コスト構造を改善できる点が最も大きな要素であったが、
PC の領域においては外資系企業が世界市場を独占していることや、新興企業が新たな競
争相手として登場してきており、従来と戦う相手が異なってきたことで、世界市場での戦
い方を熟知しているパートナーが必要であったこと、また、躍進する日本企業のグローバ
ル化やそれに伴うサプライチェーンの体制面で相乗効果を狙えるといった点であった24。 
 IDC Japan は、スマートフォンやタブレットの出現によって、特に家庭用 PC の需要は
今後も激しく落ち込むと見ており、キーボードやマウスといった入力装置を必要とするビ
ジネス用 PC の需要については依然必要性が続くものと見られるものの、新たな第三のデ
バイス技術が台頭してくると、ビジネス用 PC の需要を侵食しかねず、PC ベンダーは PC
事業をどのように組み立てるか、中長期的な戦略を再度見直す必要がある、としている25。 
 
２．サーバ・ストレージ市場環境 
 IDC Inc.の予測26では、世界のサーバ市場については、インターネットビジネスの拡大と
クラウドの普及を背景に、IT サービスと通信業が市場をけん引する形で暫くは堅調に推移
するが、2013 年～2017 年の国内サーバ市場は、クラウドの普及に合わせて、年間平均成長
率はマイナス 3.3％で市場が縮小すると予測している。 
 
図表 14 世界のサーバ市場シェア 
Worldwide Server Systems Revenue, Q2 of 2013 (Millions of U.S. Dollars) 
Company
2013Q2
Spending
2013Q2
Market
Share (%)
2012Q2
Spending
2012Q2
Market
Share (%)
2Q12-2Q13 
Growth (%)
IBM $3,311 27.9% $3,680 29.1% -10.0%
HP $3,071 25.9% $3,724 29.5% -17.5%
Dell $2,227 18.8% $2,020 16.0% 10.3%
Oracle $710 6.0% $753 6.0% -5.7%
Cisco $537 4.5% $376 3.0% 42.6%
Others $2,001 16.9% $2,088 16.5% -4.2%
Total $11,857 100.0% $12,641 100.0% -6.2%
 
出所）IDC Worldwide Quarterly Server Tracker, August 2013 
                                                   
24 NEC 2011 年 1 月 27 日プレスリリース, http://www.nec.co.jp/press/ja/1101/2702.html 
25 IDC Japan Web Site, http://www.idcjapan.co.jp/Press/Current/20131111Apr.html 
26 IDC Corp. Web Site, http://www.idc.com/getdoc.jsp?containerId=prUS24285213 
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 世界のストレージ市場27については、企業 IT 基盤環境の仮想化やクラウドインフラ基盤
用の需要加速により、2013 年以降もストレージ市場の成長を牽引するとみており、2013～
2017 年における年間平均成長率は 4.1％となるとしている。 
 ストレージ市場については、出荷容量での 2017 年までの年間平均成長率は 40.5％となる
としているが、ストレージ技術の急速な進歩と比例した単価下落によって、市場規模は安
定的な成長となると見込まれている。 
 
図表 15 世界のストレージ市場シェア 
Worldwide Disk Storage Systems Revenue, Q2 of 2013 (Millions of U.S. $) 
Company
2013年Q1
Spending
2013年Q1
Market
Share (%)
2012年Q1
Spending
2012年Q1
Market
Share (%)
3Q12-3Q13 
Growth (%)
EMC  $1,798 30.4% $1,733 29.0% 3.8%
NetApp  $879 14.9% $841 14.1% 4.5%
IBM $642 10.9%  $678 11.4% -5.3%
Hitachi $526 8.9% $559 9.4% -6.2%
HP  $501 8.5%  $607 10.2% -17.5%
Others $1,568 26.5%  $1,549 26.0% 1.2%
Total $5,912 100.1% $5,967 100.1% -0.9%
 
出所）IDC Worldwide Disk Storage Systems Quarterly Tracker, June 6, 2013 
 
第３項 ソフトウェア業界 
 先述の Gartner Inc.の 2013 年度レポートにおいて、2013 年度における世界の企業向けソ
フトウェア市場規模は 3,040 億ドル（1$＝100 円換算で 30 兆 4 千億円）で、前年度比 6.4％
成長しており、今後もタブレットやスマートフォンの世界的な普及に伴って、スマートデ
バイス向け需要が更に成長すると見ている。 
 今後、顧客関係管理（CRM）や電子商取引関連（E-Commerce）、ソーシャルネットワ
ークサービス（SNS）、モバイル関連のソフトウェアが成長分野として期待されるものの、
オペレーティングシステム、メール、グループウェア、デジタルコンテンツ作成関連のソ
フトウェアについては、今後、SaaS 型クラウドサービスに置き換わる形で、ソフトウェア
ライセンス販売の支出は減少を続け、従来のソフトウェア市場はクラウド市場への支出金
                                                   
27 IDC Corp. Web Site, http://www.idc.com/getdoc.jsp?containerId=prUS24152113 
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額に置き換わって行く形で減少して行くだろうと予測している28。 
 一方、国内のソフトウェア市場を見てみると、IDC Japan の 2013 年度国内ソフトウェア
市場予測29では、アプリケーション開発、システムインフラストラクチャの需要が今後も
堅調であり、今後の成長期待分野としては、ビッグデータ関連のリレーショナルデータベ
ースや、ノンリレーショナルデータベース管理システム、BI（ビジネスインテリジェンス）
ツール、サーバやデスクトップ、クラウド基盤用の仮想化ソフトウェアなどが市場成長を
牽引するとしている。 
 
図表 16 国内ソフトウェア市場 売上額予測 
 
出所: IDC Japan, 7/2013 
 
 しかし、企業のシステム環境においては、クラウドサービスへのシフトやオープンソー
スソフトウェアの利用が進む中で、クラウドサービスと社内システムを柔軟かつセキュア
に連携したいというニーズや、オープンソースソフトウェアとパッケージソフトウェアを
統合したいというニーズなど、新たなソフトウェアビジネス需要が生まれてきており、ソ
フトウェアベンダーは、自社のパッケージソフトウェア販売に注力してきた従来のビジネ
スモデルを見直し、既存のパッケージソフトウェアとオープンソースソフトウェア、クラ
ウドサービスとを統合するような新しいソリューションの提案力を高めることで、この新
                                                   
28 Gartner はクラウドを販売形態として定義しており、後述「クラウド市場」の金額は、前述同社レポートの
「Worldwide IT Spending Forecast」の金額に包含されている。 
29 IDC Japan Web Site, http://www.idcjapan.co.jp/Press/Current/20130702Apr.html 
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たな需要に対応した自社の競争優位性を確保することを目指すべきである、と IDC Japan
はソフトウェアベンダーに対して警鐘を鳴らしている。 
 
第４項 サービス業界 
 Gartner Inc.は 2013 年度のレポート30で、世界の IT サービス市場規模は 2012 年の 9060
億ドル（1$＝100 円換算で約 72 兆円）で、アジアや中南米といった新興国市場が牽引する
形で、2014 年には 9680 億ドル（1$＝100 円換算で約 96 兆円）にまで拡大し、同市場は年
平均 10～11％の成長が続くと推測している。 
 2010 年の世界 IT サービス市場における売上高ランキング31では、第 1 位が IBM、第 2
位がHP、以下、富士通、米CSC、米Accenture、仏Capgemini、日立、スウェーデンEricsson、
NTT データ、NEC と続く。 
 IBM や HP、アクセンチュアといった米大手はインドの自社拠点に 6 万～8 万人規模の
技術者を抱え、この動員力を生かして、システム運用などの IT アウトソーシングサービス
を提供したり、世界各地からオフショア開発を請け負ったりしている。 
 
図表 17 世界 IT サービス企業 2010 年売上ランキング 
Company
Services 
Revenue 
Million US$
Services 
Revenue 
Grouth
Total 
Revenue 
Million US$
Services 
Revenue 
Share
1 IBM 37,347 -5% 95,758 39%
2 HP 34,678 25% 116,245 30%
3 Fujitsu 26,935 -1% 50,662 53%
4 CSC 16,281 -2% 16,281 100%
5 Accenture 15,555 -3% 21,908 71%
6 Capgemini 11,255 1% 12,059 93%
7 Hitachi 11,050 -10% 99,818 11%
8 Ericsson 11,031 23% 29,014 38%
9 NTT Data Corporation 10,425 -1% 12,355 84%
10 NEC 9,555 5% 40,475 24%
 
出所）Top 100 Research Foundation, 11/2010 
                                                   
30 Gartner, Web Site, http://www.gartner.com/newsroom/id/2537815 
31 Top 100 Research Foundation , Web Site, 
http://www.servicestop100.org/it-services-companies-top-100-of-2010.php 
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 クラウド、ビッグデータ、モバイル、ソーシャルメディアの台頭と新たな結束によって、
今後は世界の IT サービス市場の再構築が加速すると予想し、2015 年までに、IT サービス
ベンダーの売り上げの 15%程度が低コストのクラウドサービスに浸食され、サービスの工
業化と付加価値強化に十分に投資していない大手ベンダーの 20%以上が、合併・買収 
(M&A) によって市場から姿を消すだろうとしている。 
 その理由として、多くの IT サービスはクラウドサービス内に吸収される傾向が生じるた
めに、従来の IT サービスに対するユーザニーズは消滅傾向となり、運用サービスはオンシ
ョア化が進み、システム開発のオフショア・ニアショアが減少する一方で、グローバルな
人材配置の再考が不可避になるという、旧来の IT サービスベンダーにとっては困難な状況
が到来することとなる、としている。 
 さらに Gartner は、CIO は特にインフォメーション、モバイル、ソーシャルの戦略をサ
ポートし、クラウドに対応した能力を十分に備えたベンダーを重点的に評価する必要があ
り、IT サービスで利用するベンダーおよびそのタイプを改めて評価しなければならない、
と呼び掛けている。 
 一方、日本の IT サービス市場の平均成長率は円換算で 0.8％に過ぎず、日本のユーザ企
業は海外進出に伴い海外での IT 投資を増やしており、国内ベンダーが収益を伸ばすには海
外市場に打って出て、各社とも、日本の顧客ニーズに合致した日本流のグローバル対応力
に磨きを掛ける必要があると、Gartner Japan は指摘している32。 
 
図表 18 国内 IT サービス市場 支出額予測 
 
出所）IDC Japan, 10/2013 
                                                   
32 Gartner Japan, Web Site, http://www.gartner.co.jp/press/html/pr20121113-01.html 
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図表 19 国内 IT サービス企業  2012 年度売上ランキング33 
 
出所）IDC Japan, 9/2013 
 
 IDC Japan の 2013 年度国内 IT サービス市場予測34では、国内 IT サービス市場は、経済
の緩やかな成長を背景に 2014 年以降も成長を継続するとみられており、ビッグデータ・ア
ナリティクス、モビリティなどに関連したコンサルティングや、システム構築などの需要
も増えていくことが見込まれるが、中長期的にみると、国内経済の低成長継続や国内企業
の海外進出、IT 予算の海外シフト、低価格サービスの利用拡大、クラウド化に伴う既存サ
ービスの終息などにより、その成長率は低いものにとどまり、2012～2017 年における売上
額は 5 兆 3,151 億円、2017 年までの年間平均成長率は 1.5％と、国内 IT サービス市場は構
造的に低成長化していると予測している。 
 IDC Japan35は、国内 IT サービス市場が構造的に低成長化を打開する方法として、国内
ベンダー各社は今後、これまでの様な国内市場におけるプロジェクト単位での局地的な IT
サービスの提供方法を見直し、国内企業のグローバル化や IT 予算の海外シフトに速やかに
対応し、海外における後方支援部隊や人材の強化や、クラウドサービス提供に備えた提供
サービスのポートフォリオ見直し、成長市場の自発的な発見と創出、低価格サービスの利
用拡大など、総力戦に向けた速やかな取り組みが必要であるとし、クラウド化による国内
IT サービス市場の構造的変化に対する国内ベンダーの対応の必要性を指摘している。 
                                                   
33 IDC Japan, Web Site, http://www.idcjapan.co.jp/Press/Current/20130912Apr.html 
34 IDC Japan, Web Site, http://www.idcjapan.co.jp/Press/Current/20131030Apr.html 
35 IDC Japan, Web Site, http://cloud.watch.impress.co.jp/docs/news/20121214_578757.html 
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第５項 クラウド業界 
 クラウドサービスは、「パブリッククラウド」と「プライベートクラウド」の提供形態が
あり、その両者が組み合わされた場合は「ハイブリッドクラウド」と呼ばれている。 
 「パブリッククラウド」とは、クラウドサービス事業者が、商用に構築した IT 資産を、
インターネットを経由して、一般利用者を対象に広く利用提供する IT サービスを指し、「プ
ライベートクラウド」とは、企業の情報子会社が特定用途のシステムを構築して所有し、
グループ会社に対して閉じたグループネットワーク内で IT サービスを提供する、もしくは、
クラウドサービス事業者が顧客専用のシステムを構築して所有し、インターネット経由で
IT サービスを提供する、アウトソーシングの形態を指す。 
 Gartner Inc.は 2013 年のレポート36では、全世界のパブリッククラウドサービス市場は、
世界の IT 全体市場規模 3 兆 7,230 億ドル（1$＝100 円換算で 372 兆 3 千億円）に対して、
2013 年は 1,310 億ドル（1$＝100 円換算で 13 兆 1 千億円）でわずか 3.5%と、その規模は
小さいものの、2013 年は 2012 年（1,110 億ドル）より 18.5 パーセントの成長を見せており、
IaaS の 2012 年は 61 億ドルで 42.4 パーセント、2013 年は 90 億ドルで 47.3 パーセントと、
継続的かつ急速に市場が急成長しており、今後、Amazon の様な成長著しいパブリックク
ラウド事業者たちが数多く参入してくると予想している。 
 
図表 20 世界パブリッククラウド市場 2010-2016 年成長率 
 
出所）Gartner Inc., February 2013 
 
                                                   
36 Gartner, Web Site, http://www.gartner.com/newsroom/id/2352816 
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図表 21 世界パブリッククラウド市場 セグメント別 
 
出所）Gartner Inc., February 2013 
 
 クラウドサービス事業者たちがグローバルで展開する上で重要なこととして、クラウド
サービスを提供するには、インターネットに接続できる環境が整備されていれば基本的に
国や地域は制限されないが、各国や地域における経済的要因や、法規制の問題、政治情勢、
既存事業者の存在、クラウドサービス事業者の多様性といった要因が、それぞれの国々ご
とに極めて異なる形態を持っているため、汎用的な手法を特定の国や地域に適用しても、
それぞれのケースにおいて異なる結果が生じ、クラウドサービスの提供形態は、国や地域
に応じたユニークな市場を形成していく、と Gartner Inc.はレポートで分析している。  
 
図表 22 国内パブリッククラウド市場 
 
出所）IDC Japan, 10/2013 
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 一方、日本国内について見てみると、IDC Japan の 2013 年調査レポート37によると、2013
年のパブリッククラウド市場規模は、前年比 39.4％増の 1321 億円、4 年後の 2017 年には
2012 年度比 3.6 倍にあたる 3376 億円になると予測している。 
 これまで国内パブリッククラウドサービス市場は、「迅速性」「拡張性・縮小性」「コスト
の最適化」など、サービス自身が有する価値によって成長してきたが、今後はこれらの価
値に加え、クラウドサービス事業者が提供する機能やサービス、そして堅牢なセキュリテ
ィレベルの提供とセキュリティに対する信用・信頼が、クラウドの付加価値化を促進し、
ユーザ企業がパブリッククラウドを導入する障壁を下げると共に、パートナーエコシステ
ムを活性化することになるものであり、クラウドサービス事業者はそれらの対策、施策実
施に努力を決して惜しんではならない、と IDC Japan は指摘している。 
 
図表 23 国内プライベートクラウド市場 
 
出所）IDC Japan, 8/2013 
 
 プライベートクラウドについては、2013 年の日本国内における市場規模は、2012 年～
2017 年の年間平均成長率は 34.5％で推移し、2017 年の市場規模は 2012 年比 4.4 倍の 1 兆
4,129 億円になると IDC Japan は予測している38。 
 プライベートクラウドは今後、オンプレミス型（ハードウェアとソフトウェアの垂直統
合型製品を自社専用で利用）とデディケイテッド型（迅速性、拡張性、柔軟性を有した標
準化されたホスティングサービスを自社専用で利用）のクラウドサービスが重要性を高め、
「自治体クラウド」「農業クラウド」「ヘルスケアクラウド」に代表されるコミュニティク
                                                   
37 IDC Japan, Web Site, http://www.idcjapan.co.jp/Press/Current/20131024Apr.html  
38 IDC Japan, Web Site, http://www.idcjapan.co.jp/Press/Current/20130702Apr.html  
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ラウドサービスについては、ユーザの「既存業務の効率化」から「IT（クラウド）を使っ
た事業強化、新市場の創造」へと、サービス価値が変化し、多様化が進んでゆくと IDC Japan
は分析している。 
 
図表 24 クラウド市場の顧客構造 
 SaaS/PaaS 市場 IaaS 市場 
主たる顧客層 企業の各事業部門 企業の IT 管理部門 
主要プレーヤ 
Google Apps, Microsoft Office 365, 
Salesforce.com, etc. 
Amazon Web Services, RackSpace, 
Microsoft Azure, etc. 
出所）鈴木一平『北米 IT事情』（2012年 4月）, Alternative Blogより抜粋 
 
 本来、クラウドサービスにおいて、SaaS、PaaS、IaaS のそれそれを採用する企業顧客に
特徴があり、一概ではない。 
 パブリッククラウドは基本的に不特定多数の企業ユーザ向けに設計された IT サービス
のため、個人情報や機密情報に関わる重要な企業情報を扱う基幹システムなどは、特に大
手企業は、パブリッククラウドに対する信頼性に対する印象の低さから、自社専用で使用
できるプライベートクラウドを選択するか、もしくはオンプレミスで従来通り自社で IT を
所有して運用する傾向が強い。 
 その様な大手企業がパブリッククラウドを使用する場合は、仮にパブリッククラウド
で情報漏洩や障害等によるシステム停止が起きた場合であっても、事業継続上、業績に
深刻な影響を発生させない、メールやグループウェア、業務用アプリケーション、営業
支援システムといった SaaS、PaaS 系サービス、システム開発用基盤としての IaaS など
に用いられる傾向が強い。 
 対して、IT 資産を自社で所有する負担が体力的に厳しい中小企業においては、最初か
ら IT 基盤を IaaS、PaaS、SaaS を用いて構築し、業績の変化に応じて IT 予算に合わせて
システムを柔軟に短期間で可変的に変更させられるクラウドサービスを採用する傾向が
強い。 
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第３節 IT企業価値分析 
第１項 株式時価総額の推移 
 前節で、IT 業界をセグメント毎に分け、IT 市場全体についての動向を分析、分析し、現
在の IT 業界の全体像を俯瞰的に分析した結果、ハードウェア、ソフトウェア、サービスの
すべての市場において、クラウド化に向けた需要の変化やクラウド化による影響が既に発
生してきていることが見えてきた。 
 本節においては、IT 業界において世界的にも代表的であり、将来のクラウド化を最も意
識したサービスや製品の提供、開発を行っている IT 企業を取り上げ、それぞれの企業価値
が市場からどの様に評価されているのかについて分析を行う。 
  
図表 25 世界 IT 企業 主要 6 社の株価推移（2008 年 1 月時点をゼロとした時の上昇率） 
 
出所）MSN マネー Web サイトから筆者抽出, 2013 年 12 月 29 日 
 
 リーマンショックの 2008 年 1 月時点を起点として、2013 年 12 月末までの株価推移を見
たもので、IBM は 1993 年に就任した CEO Garstner による経営改革によって、ハードウェ
ア事業中心の事業体質からソフトウェア事業とサービス事業を機軸とした経営体制にシフ
トし、また、その後 2003 年に就任した CEO Parumisāno によって、PC 事業を中国
Lenovo に売却し、営業利益が 17%前後と、メーカーの中では大変高い利益率を
誇る様になった。  
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図表 26 世界 IT 企業 主要 7 社の時価総額比較（2007 年 3 月と 2013 年 11 月との比較） 
 
出所）総務省『情報通信産業・サービスの動向・国際比較に関する調査研究』（平成 24 年）, p32.  
および 180 co.jp『 Web サイト世界時価総額ランキング』（2013 年 12 月）より筆者抜粋 
 
 2008 年後半、リーマンショックによってすべての企業の株価が下落した後、HP は M&A
で買収した企業が充分に機能せず、のれん償却を重ねて、何度となく赤字決算を発生させ、
時価総額は以前よりも下落している。 
 Dell については、PC 事業の不振によって過去最高額の時には時価総額 1,000 億ドルを超
えたことがあったが、株価は下落を辿り、2013 年 12 月、MBO（Management Buy Out）
により上場廃止を実施した。 
 Google においては、2006 年にクラウドの概念を発表して以降、株価の上昇を見せ、 
また、Amazon がクラウドサービスの Amazon Web Service を提供開始後、株価の上昇は
著しく多きいが、最大限に企業価値を高めたのは、2007 年に iPhone の発売開始後、最も
時価総額が大きな企業の一つである。 
 Microsoft においては、タブレットやスマホの出現以降、PC の販売台数が伸び悩みを見
せ、Windows OS の販売にも陰りが見え隠れし出したことから、もともと高い位置にあっ
た Microsoft の株価の上昇はあまり見られなくなった。 
 
第２項 IT企業の財務比較分析 
 IBM、HP、Dell で比較すると、2012 年度、HP は M&A による合併企業ののれん償却処
理のため、大幅な赤字決算となったが、営業利益率グラフを見ると、IBM は営業利益率と
しては高収益といえ、これは、HP や Del に比べて、ハードウェア製造はすでに 20％ほど
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しかなく、のこりはサービスとソフトウェアであることから、比較的高収益を保つことが
できている。 
 
図表 27 IBM・HP・Dell の財務比較 
会社名
売上高
（百万ドル）
株式発行数
時価総額
（百万ドル）
一株純資産
（ドル）
ROE ROA 流動比率
売上高営業
利益率
自己資本比率
株価収益
率
(PER)
株価純資
産倍率
(PBR)
IBM 104.507 11,126,579,559      191,599.70 17.2 86.8% 14.1% 1.2 16.9% 15.9% 14.1 11.8
HP 120.357 4,231,745,902        51,627.30 12.2 0.0% -12.6% 1.1 -9.2% 21.0% 0.0 2.0
Dell 62.071 4,003,157,895        24,339.20 6.1 22.2% 5.0% 1.2 7.1% 20.0% 12.7 2.2  
出所）各社 IR 資料から筆者作成 
 
図表 28 IBM・HP・Dell の営業利益率比較  
 
出所）鈴木一平『北米 IT事情』（2012年 4月）, Alternative Blogより抜粋 
 
第３項 キャッシュフローに優れる IT企業 
 営業キャッシュフローで突出しているのが、Microsoft （2012 年 6 月期 240 億ドル、約
1.9 兆円）と IBM（2012 年 9 月期 207 億ドル、約 1.7 兆円）であり、営業キャッシュフロ
ーが大きく、企業買収資金を確保しやすい。 
 Microsoft の事業の柱は、依然ウィンドウズ OS と Microsoft Office のライセンス販売が
主軸であり、商品の利用形態が“所有”からサービスとして“利用”する形態（クラウド化）
が進む中においても、クライアントのデスクトップ環境は依然として Windows OS と 
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Microsoft Office を組み合わせたものであり、目立った競合もいないことから、同社の生み
出すキャッシュフローは最も高い水準となっている。 
 しかし Microsoft はクラウド時代で競争優位を維持するために、M&A により関連ソフト
ウェアおよび関連サービスを強化しながら、研究開発に多額の資金を投入して（2009 年 6
月期実績 90 億ドル） 、自社の強みであるソフトウェア事業を更に拡大する戦略を採って
いる。 
 
図表 29 主要 IT 企業営業キャッシュフロー推移39（単位:$M） 
 
出所）Business＆IT Web Site 
 
 IBM は、かつては巨大なホストコンピュータメーカーとして世界で君臨してきたが、現
在のセグメント別売上シェアは、サービス 58%、ソリューション 23%、ハードウェア 19%
と、現在はハードウェアベンダーからサービスベンダーへと完全に移行している。  
 IBM が業界屈指の高収益企業に変身したのには、2002 年に会計事務所 Price 
Waterhouse & Coopers から買収したコンサルティング部隊の貢献が大きい。  
 企業の IT（情報技術）投資のニーズは年々複雑かつ大規模になっており、IBM
が単にソフトやサービスの品ぞろえを増やすだけでは、激しさを増す企業向け IT 市場の
競争に勝ち抜くのは難しく、経営者の懐に深く入り込んで解決策を提案するコンサ
ルタント部隊の存在は IBM の大きな強みとなっている。  
                                                   
( 39)  Business＆IT Web Site, http://www.sbbIT.jp/article/cont1/22695 
 46 
 
 Google については、2009 年 4~6 月期の売上高は前年同期比 3%像にとどまっ
たが、純利益はどう 19%像となり、7~9 月期の売上高は前年同期比 7%像となり、
純利益は 27.1%像、株価は、551 ドル（同年 10 月 21 日）であり、同年はじめの
321 ドルに比べて 72%も上昇している。  
 
第４項 近年の大型M&Aの動向 
 コンピュータは集中統合型で高価なホストコンピュータから、インターネットやネット
ワークを介して結合される、ネットワーク型コンピューティングが主流となり、世界の IT
企業は、サーバは IBM や HP、ネットワークは Cisco、データベースは Oracle といった具
合に、IT 業界はコンピュータモジュール毎の各社垂直分業体制が機能してきた。 
 しかし、IT 市場が成熟度を高めるにつれて、各企業の製品はコモディティ化が進み、製
品単体では従来ほどの高い成長率を維持できなくなってくると、 各社は株主からの成長期
待に応えるため、自社製品に関連する技術や製品を持つ企業を買収して水平分業を統合し
て自社の製品ポートフォリオを充実させ、時に、市場から競合を排除するために敵対的買
収を行い、自社製品の導入機会を増やした。 
 Oracle では、自社のデータベース製品を選択してもらうため、関連するアプリケーショ
ンを扱う各種ソフトウェアベンダーや、かつてサーバ・ワークステーションで圧倒的なシ
ェアを誇ったサン・マイクロシステムズを買収し、同社のデータベース製品を組み込んで
シェアを伸ばしてきたが、しかし近年、クラウド時代の到来によって、IT 企業は従来の経
営戦略を大きく転換しなければならなくなってきた。 
 クラウドでは、インターネット上のネットワークを通じて、IT 基盤からアプリケーショ
ンまで、あらゆる IT リソースをサービスとして提供され、クラウドサービスを利用する企
業は、これまでの様に大規模な IT 資産を所有することなく、多くの選択肢の中から自社に
最も適したシステムをサービスとして容易に選択することができる。 
 そのため、クラウド時代が本格到来すると、これまでの様に製品が売れなくなると予測
されており、これまで IT 製品を提供してきた企業は、製品を製造販売して収益を得るビジ
ネスモデルから、サービスを提供して収益を得るビジネスモデルに転換を迫られることに
なり、また、提供するサービスの分野も、 バックボーンからアプリケーションフロントま
で、システム全体を一貫して手がけていく必要がある。 
 「クラウド」の概念と技術の出現によって、これまでの IT 企業間の水平分業は崩壊し、
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IT 企業はクラウドサービスを提供するための技術の獲得、あるいはサービスポートフォリ
オの充実といった側面からの垂直統合型の M&A、もしくは IT ベンダーからクラウドサー
ビスベンダーにビジネスモデルを転換するための M&A 戦略を加速させることになった。 
 ミドルウェア製品で世界トップシェアを誇っていた Oracle Inc.は、2009 年 4 月、垂直統
合を進めるために Sun Microsystems Inc.を買収し、サーバ・ワークステーション製品事業
を手に入れることに成功し、その後、データベースストレージとして Exadata V2 を発売し、
2010 年 9 月、プライベートクラウドサービス Exalogic Elastic Cloud を発表、ハードウェ
ア･ソフトウェアを総合的に提供する IBM、HP を追撃し、垂直統合を強化した。  
ス専用チップ SPARC を手に入れ、インテルの最大の競合である大手半導体製造会社であ
る AMD（Advanced Micro Devices Inc. 時価総額 54.2 億ドル）買収の話も出ている。 
 AMD は、2006 年 7 月にグラフィックチップメーカーである ATI 者を買収しており、同
社を買収すれば、垂直統合をますます進めていくことができるようになる。 
 IBM はサービス事業から生み出される潤沢なキャッシュを活かして、積極的な M&A を
展開している。 
 近年の IBM の買収企業のほとんどがソフトウェア企業であり、ソフトウェア事業強化に
よって、ハードウェア・サービス部門との相乗効果を狙って、関連ソフトウェア企業の
M&A によって、IBM の主力ソフトウェアブランドである「Information Management」、
「WebSphere」、「Tivoli」、「Rational」、「Lotus」の機能を更に強化した。 
 2009 年 7 月、統計解析ソフトウェア大手の SPSS 社を時価総額 12 億ドルで買収、2010
年度にはデータウェアハウスに強みを持つ Netezza 社を 17 億ドル、データ統合クラウド
サービスの Infomatica 社を 37.6 億ドル、データウェハウスの Teradata 社を 67.2 億ドルな
ど、12 件を立て続けに買収している。 
 HP は、従来やや手薄であったネットワーク部門を大幅に強化し、2009 年 11 月、ネット
ワーク機器ベンダーの 3Com 社を買収、更にストレージベンダーの 3PAR 社、コンプライ
アンス管理のアークサイト、企業向けセキュリティソフトウェアの Fortify Software 社な
ど、主に特定の技術分野に優れる企業を買収してサーバ、ストレージ、PC などのハード
ウェア製品の総合力を M&A によって加速させている。 
 Oracle は、Sun の買収によってサーバ・ワークステーションと共に独自開発のユニック 
新興企業が入り乱れる中、Google が「モバイル・ソーシャル」分野で M&A を積極的に推
し進めている。 
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図表 30 米国 IT 企業による M&A の動向 
買収元 買収告知日 買収先 買収先の主要事業 発表時買収総額(＄Ｍ)
Dell 2012年4月1日 Wyse Technologys Inc. 仮想デスクトップ関連製品 非公開
2011年7月20 Force 10 Networks データセンタ向けのネットワーク関連製品 非公開
2010年7月19日 Ocarina ストレージデータ最適化技術開発 非公開
2010年12月13日 Compellent ストレージ製品 960                                       
2009年9月21日 Perot Systems ヘルスケア産業向けITサービスプロバイダ 3,900                                   
IBM SoftLayer IaaS型パブリッククラウドおよびデータセンター 非公開
2010年10月21日 Clarity Systems 財務ガバナンスソフトウェア 非公開
2010年10月13日 PSS Systems Inc コンプライアンス更新 非公開
2010年9月27日 Blade Network Technologies Inc ネットワーク機器および管理ソフトウェア 非公開
2010年9月20日 ネティーザ データウェアハウス 1,661                                   
2010年9月15日 OpenPages Inc リスク管理ソフトウェア 非公開
2010年8月13日 ユニカ 販促用ソフトウェア 426                                       
2010年8月10日 Datacap Inc 文書キャプチャーソフトウェア 非公開
2010年7月29日 Storwize リアルタイムデータ圧縮アプライアンス 非公開
2010年7月1日 Bigfix Inc コンプライアンス更新管理ソフトウェア 非公開
2010年6月15日 Coremetrics SaaS型web分析サービス 非公開
2010年5月3日 Cast Iron Systems Inc クラウド統合 非公開
2010年5月24日 Sterling Commerce AT&T子会社（電子商取引ソフトウェア） 1,400                                   
2010年2月3日 Initiate Systems Inc ヘルスケアソフトウェア 非公開
2010年2月16日 Intelliden Inc ネットワーク管理の自動化ソフトウェア 非公開
2010年1月20日 National Interest Security Co Inc 公共部門コンサルティング 非公開
HP 2010年9月13日 アークサイト コンプライアンスマネージメント 1,485                                   
2010年8月26日 Stratavia アプリケーション自動化ソフトウェア 非公開
2010年8月23日 3PAR Inc ユーティリティストレージ 2,097                                   
2010年8月17日 Fortify Software Inc 企業向けセキュリティソフトウェア 非公開
2010年7月12日 Motionbox ビデオホスティングサービス 非公開
2010年4月28日 パーム スマートフォン製品およびソフトウェア 772                                       
2009年11月11日 3Com ネットワーク機器 2,679                                   
Google 2010年8月6日 Slide Inc Facebook向けソーシャルアプリ開発 非公開
2010年8月30日 SocialDeck Inc ソーシャルゲーム 非公開
2010年8月27日 Angstro ソーシャルネットワーク技術 非公開
2010年8月20日 Like.com 商品画像検索 非公開
2010年8月13日 Jambool Inc ソーシャル決済システム 非公開
2010年7月1日 ITA Software Inc 航空券の検索・比較システム 700                                       
2010年7月16日 Metaweb Technologies Inc オープン情報データベースFreebase運営 非公開
2010年6月2日 Invite Media リアルタイム広告入札サービス 70                                         
2010年5月2日 Bump Technologies Inc 3Dデスクトップソリューション 非公開
2010年5月21日 Ruba Inc オンライン旅行ガイド 非公開
2010年5月20日 Simplify Media Inc iPhone向けストリーミング事業 非公開
2010年4月2日 Episodic 動画配信プラットフォーム 非公開
2010年4月27日 LabPixies ガジェットアプリ開発 7                                            
2010年4月21日 Agnilux Inc プロセッサ設計 非公開
2010年4月12日 Plink モバイル画像検索 非公開
2010年3月5日 DocVerse オフィス文書のオンライン編集 非公開
2010年3月1日 Picnik Inc オンライン画像編集 非公開
2010年2月18日 ReMail モバイルメール検索 非公開
2010年2月11日 Aardvark ソーシャル人力検索サービス 非公開
2010年10月1日 BlindType Inc モバイル入力技術 非公開
2009年8月5日 On2テクノロジーズ ビデオ圧縮技術 103                                       
2009年12月4日 AppJet Inc リアルタイムコラボレーションツール 非公開
2009年11月9日 AdMob Inc モバイル広告配信 750                                       
2009年11月23日 Teracent ディスプレイ広告 非公開
2009年11月12日 Gizmo5 インターネット電話 非公開
Amazon 2010年8月19日 マカフィー セキュリティソフトウェア 6,594                                   
2010年4月22日 イーフロー 組み込みソフトウェア 非公開
2010年2月5日 VirtuTech Inc 組み込み向け仮想化 非公開
2010年10月27日 Kore Virtual Machine ゲームミドルウェア 非公開
2009年11月10日 クリアワイヤ モバイルWiMax事業者 50                                         
Microsoft 2010年10月6日 AVIcode Inc 製品パフォーマンス管理ソフトウェア 非公開
2010年10月29日 Canesta Inc 3Dセンサーベンダー 非公開
2009年12月11日 Opalis Software Inc データ管理ソフトウェア 非公開
2009年12月10日 Sentillion Inc 医療機関向けソフトウェア 非公開
Oracle 2010年5月20日 Secerno Inc データベースファイアウォール製品 非公開
2010年4月16日 フェーズフォワード 製薬業界向けソフトウェア 649                                       
2010年2月8日 AmberPoint Inc SOA管理ソフトウェア 非公開
2010年2月10日 Convergin 通信業界向けソフトウェア 非公開
2010年1月4日 Silver Creek Systems Inc 製品データ管理ソフトウェア 非公開
2010年11月2日 アート・テクノロジー・グループ 電子商取引ソフトウェア 844                                       
2010年10月5日 PassLogix Inc シングルサインオンソリューション 非公開
2009年4月20日 サン・マイクロシステムズ サーバ等のハードウェアおよびソフトウェア 5,708                                   
2009年2月4日 Mvalent Inc アプリケーション構成管理ソフトウェア 非公開
Intel 2010年8月19日 マカフィー セキュリティソフトウェア 6,594                                   
2010年4月22日 イーフロー 組み込みソフトウェア 非公開
2010年2月5日 VirtuTech Inc 組み込み向け仮想化 非公開
2010年10月27日 Kore Virtual Machine ゲームミドルウェア 非公開
2009年11月10日 クリアワイヤ モバイルWiMax事業者 50                                          
出所）和田「米国 IT 企業の M&A を通じた成長戦略」 （JETRO, 2011）を元に各社決算報告書から筆者加筆 
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 Google は、PC の検索エンジンの提供で圧倒的なマーケットシェアを維持し、収益源で
ある広告収入も好調であるが、スマートデバイスの登場によって急成長を遂げている「モ
バイル」・「ソーシャル」においては、デスクトップ検索ほどのマーケットシェア、収益を
得られるに至っていない。 
 2010 年 5 月、ストリーミング配信に強みを持つ Simplify Media 社買収、同年 5 月、モ
バイル画像検索 Plink 社買収、同年 10 月、モバイル入力技術を手掛ける Blind Type 社買
収と、Google の M&A 強化、Apple の iPhone への対抗であり、同社のスマートフォン用
フラットフォームのアンドロイド OS で競争優位を図るためである。  
 さらにソーシャル分野では、Facebook がユーザ数を急激に増やし、ページビューで
Google を追い抜いたという調査結果がある。検索ポータルとして「世界中の情報を整理し、
世界中の人々がアクセスできて使えるようにすること」を目指す Google にとって、SNS
という圧倒的なアクセス率と PC 検索エンジンとは異なる大きな世界の出現と拡大は大き
な脅威になりつつある。  
 Google は Facebook への対抗策として、2010 年 11 月、Facebook への Gmail 経由での電
子メールアドレス提供を停止したことからも解る様に、ソーシャルへの高い危機感を持っ
ている。それでも Google にソーシャルの拡大の波を抑えることはできず、ソーシャル関
連の企業を積極的に買収し、その後自ら SNS サービスの立ち上げを図っている。 
 2010 年 8 月、ソーシャルゲーム政策の Social Deck 社とソーシャルネットワーク技術の
Angstro 社、ソーシャル決済システムの Jambool 社、Facebook 向けアプリケーション開発
を行う Slide 社（10 年 8 月）を買収、将来的には Facebook が取り込むと予想される企業
を競合排除の対抗策としても買収している。  
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第３章 IT業界の現状と今後の潮流に関するこれまでの議論 
 前章では、現在のIT業界の全体像について俯瞰的に理解することを目的に、IT業界の変
遷と、モジュール化されたITアーキテクチャの全体像、ITアーキテクチャごとに存在する
各IT企業のビジネスモデル、業界ポジショニングを整理し、更にセグメント別に業界動向
と市場分析を行ない、クラウドという新たなビジネスモデルの出現が市場に及ぼす影響と
将来予測を分析し、更に、次の本格的なクラウド時代を市場競争して世界的なIT企業につ
いての企業価値分析とM&Aの動向分析を行った。 
 その結果、ハードウェア、ソフトウェア、サービスのすべての市場において、クラウド
化に向けた需要の変化やクラウド化による影響が既に発生してきており、各社が市場から
どの様に評価されているのかについて定量的に見ることができた。 
 この第３章では、これまで IT 業界に対して行われてきた様々な議論を元に、そもそも、
IT が持つ根本的な性質と特徴について整理することで、IT の本質を再確認し、IT アーキ
テクチャの歴史的転換を伴うクラウド時代の本格到来に向けて、IT 業界が今後どのような
将来像を描くことができるのか、IT 業界の潮流ついての仮説を整理してゆく。 
 
第１節 IT（情報技術）についての考察 
 本節では、米国の IT ジャーナリストの Carr, Nicholas G.によって 2003 年に発表された
論文『IT Doesn’t Matter』（Harvard Business Review）を元に出版された、『Does IT 
Matter? Information Technology and the Corrosion of Competitive Advantage』（2004, 
Harvard Business School Co.）において、IT（情報技術）の本質的な性質についての理解
を深める重要な論説を展開しており、その論説を中心に再考することによって、IT の性質
を再確認してゆく。 
 
第１項 IT 利用目的の変遷 
 18 世紀に起こった第一次産業革命では、蒸気機関を動力源とする内燃機関の発明によっ
て、自動化、省人力化が進み、毛織物などの軽工業を発展させ、大幅な生産性の向上をも
たらすと同時に鉄道建設ラッシュを引き起こし、輸送のエネルギーコストを大幅に引き下
げ、続く 19 世紀末から 20 世紀前半にかけて起こった第二次産業革命では、電力による電
動機、石油による内燃機関の発明によって、金属工業や化学工業など重工業中心の産業が
飛躍的な発展をもたらした。 
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 IT（情報技術）については、急速に発展したコンピュータ技術によって社会や生活のあ
り方に急速な変化をもたらし、特にインターネットの出現以降、情報通信技術の劇的な進
歩によって、情報そのものが重要な資源となり、情報の価値を元に社会・経済が発展して
いく情報化社会として、産業革命になぞらえて、情報技術革命（IT 革命）と呼ばれた。 
 IT の利用目的もコンピュータ技術の発展と共にその性質は変化してきており、1950 年代
以降、メインフレームの時代には、ビジネスの迅速化やオートメーション化による生産性
の向上を目的に、ハードウェアとソフトウェアから成る IT 基盤を他社に先駆けていち早く
導入することで、他者にないビジネスモデルを提供し、顧客や市場を確保して、他社との
圧倒的な競争優位を働かせることができた。 
 1980 年代以降になると、コンピュータ技術の進歩とインターネットの出現による情報通
信技術の進歩、そして IT 技術のオープン化と標準化によって、多くの企業が IT 基盤を持
つができる様になり、IT 基盤そのものの価値は徐々に薄れ始めると、IT 基盤上で交わされ
る情報そのものに対する価値が重要と捉えられる様になり、交わされる情報によって人々
の意思決定スピードは急速に高まり、情報を持つ者と持たざる者との間に情報格差を引き
起こすなど、情報そのものの価値が高まる様になった。 
 2000 年以降になり、インターネットを含む IT 基盤が整備されるようになると、IT 基盤
そのものの価値はもはや薄れ、IT 基盤上で提供される E コマースや Web 検索サイト、Web
情報提供サービス、ソーシャルネットワークサービス（SNS）といった、広く一般化さた
IT サービスを通して情報が広く共有される様になり、情報の価値は希釈化する様になった。 
 
図表 31 IT 利用目的の変遷 
ITの活用
オートメーション化
(1950年代～)
意思決定支援
(1980年代～)
アライアンス基盤
(2000年代～)
用途
受発注システム、ERP、
会計システム、表計算、
コミュニケーション
CRM、BI等、
ビッグデータ活用
Eコマース、クラウドサービス、
SNS、グループ企業間統合基盤、
ATM
目的 自動化、効率化、迅速化 迅速かつ的確な意思決定支援 IT活用による企業価値の向上
効果 工数削減による生産性の向上
企業価値向上
（財務・リスク）
社会的付加価値の向上
（企業価値と顧客利益の向上）
範囲
組織、プロセス、製品、
サービス、顧客、市場
組織、プロセス、製品、
サービス、顧客、市場
アライアンス全体
 
出所）筆者作成 
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第２項 ITのコモディティ化 
 Carr は、IT がコモディティ化する原因と構造を、本書の中で以下のように述べている。 
 新しい IT（情報技術）が登場した当初は、他社に先駆けて先進的なコンピュータ技術の
導入を手掛けることで、他社に圧倒的な競争優位をもたらし得たが、コンピュータが情報
を処理するスピードは猛烈なスピードで進化し続けており40、やがて、ハードウェアの劇
的な性能の向上と共に、価格も劇的な低下を招くこととなる。 
 更に、オープン化、標準化、モジュール化によって、コンピュータを構成する多くの部
品は、新興国企業を含め広く部品メーカーによって製造され、激しい競争環境の中、コス
ト競争にさらされ、収益は著しく低下するが、コンピュータ性能の核となる高性能チップ
メーカーと OS などの基本ソフトウェアメーカーについては、現行のチップとソフトウェ
アに新たな命令機能を組み込むことで、部品メーカーであれば研究開発に数年も掛かる技
術を、次期バージョンとして優先的に投入することができるため、高性能チップメーカー
と基本ソフトウェアメーカーについてのみ、高収益で一人勝ちの状態を作り出すことがで
きている。 
 ソフトウェアは、独自の機能とデザインの開発によって、コンピュータに高性能という
息吹を吹き込むことができるコンピュータ資源であるが、取り扱う実態はデジタル情報そ
のものであり、情報には模倣容易性を持つという特徴を持ち、本来は量産に適している。 
 ネットワークコンピューティングの出現によって、ソフトウェア同士が相互接続されて
使われることが業務全体にとって最適な環境となると、広く一人でも多くのユーザがその
ソフトを利用することが望まれ、量産化に適した市販のパッケージソフトとして低価格で
世に提されることとなり、量産されたパッケージソフトも標準化によりオープンソース・
オープンコードによって開発され、やがて他のソフトウェアメーカーによって模倣され、
広く製造されて均質化し、新しいソフトウェア技術によって置き換えたれる結果、競争環
境の中コスト競争にさらされ、収益は低下し、やがてフリーソフト（無償ソフト）化する。 
 IT は、当初は競争優位にあった先進的で価値のある技術はやがてコモディティ化し、技
術が成熟すると、その技術は広く理解され、誰にでも利用できるものになり、直ちに競争
相手にコピーされるようになり、そのサイクルのスピードも速まり、更に先駆的で安価な
                                                   
40 Intel 社の創設者の一人である Gordon Moore 博士が 1965 年に自らの論文に「集積回路上のトランジスタ
の集積密度は 18～24 ヶ月で指数関数的に向上していく」という法則を提唱した。2010 年代には微細化が原子
レベルにまで到達してしまい、集積密度の向上ペースはムーアの法則は通用しなくなると予想されている。 
 53 
 
新しい技術の登場により、競争優位性を失うことになる。 
 最終的にハードウェアやソフトウェアは、日々性能が向上し、価格が下がり続け、製品
に関する知識が急速に広まり、それにつれて、ライバルが新しいシステムの能力や機能に
追いつくまでに要する時間も、短縮の一途をたどることになる41。 
 最も早期での開発は誰にでもできるものではないため、特定の顧客向けに新しく開発し
た当初は、他社に圧倒的な競争優位性をもたらし、ソフトウェアの場合、ハードウェアに
比べるとそのサイクルは長期を維持できるが、ソフトウェアが持つ模倣容易性により、や
がてはパッケージソフトなどの様に、高い開発コストを掛けずとも、標準化されたベスト
プラクティスを誰もが容易で安価に手に入れることができる様になり、ソフトウェアもハ
ードウェアと同様、やがてコモディティ化し、オープンソースで開発が可能な Linux など、
更に先駆的で安価な新しい技術の登場により、競争優位性を失うことになる。 
 ソフトウェアは実体のない商品のため、いくら使っても傷むことがなく、通常の買い替
えサイクルがないことから、パッケージソフトウェアメーカーは、顧客に再びソフトウェ
アを購入する動機を与えるため、技術レベルを絶えず向上させながら、絶えずアップグレ
ード製品を投入し続けることを必要としており、ソフトウェアメーカーはアップグレード
を繰り返すたびに大きな利益を上げている。42 
 Carr は、IT はその性質上、コピーされ、コモディティ化することは普遍的な現象であ
り、宿命であると、本書の中で述べている。 
 
第３項 インターネットの性質 
 「インターネットは、誰にでも、どこにでも存在する、企業の資本力に依存しない摩擦
係数が限りなくゼロである究極の媒体であり、ほぼ完全な自由競争の環境にまで近づける、
という性質を持つ。「摩擦」という表現を「利益」と置き換えることができるとするならば、
摩擦係数をゼロにすることができる技術ということができる」と、1997 年に Bill Gates の
自著・『ビル・ゲイツ未来を語る』（アスキー出版）の中で語っている。 
 オープンなインターネット技術によって、購入者は製品やメーカーの情報を容易に入手
できる様になり、購入者と販売者が簡単に取引を行うことができる様になり、購入者の交
渉力も高まり、販売者は、有能な営業部隊や多重コスト構造の原因となる流通販路を用い
                                                   
41 Carr Nicholas『Does IT Matter?』(2004, Harvard),p78. 
42 Carr Nicholas『Does IT Matter?』(2004, Harvard),p50. 
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なくても、容易に市場に参入しやすくなり、新たな販売方法や代替商品が生まれやすくな
るため、企業間の競争は一層激しさを増すだけでなく、販売者は独占的な提供を続けにく
くなり、淘汰のスピードも高まる。 
 インターネットの出現によって、売り手と買い手は簡単に商取引を進められるようにな
ったが、企業はインターネットから従来のような収益を得にくくなり、インターネットを
通して最終的に利益を得るのは消費者であり、インターネットは、企業が持っていた従来
の優位性、企業の競争力をおのずと均衡状態に向かわせる、加速させる作用がある。43 
 IT 基盤技術がコモディティ化し、インターネット環境が誰の手にも行き渡った今日では、
「摩擦係数＝利益」が限りなくゼロとなる性質を持つインターネットを通して事業を行う
あらゆる企業は、IT そのものを競争力の源とし得た過去の考えはもはや捨てなければなら
ず、IT を如何に活用することで持続可能な競争優位性を備えるべきであるか、事業のあり
方を根本から見直す必要に迫られることになる44。 
 
第４項 IT業界に見られるコスト競争の要因 
 IT のコモディティ化とインターネット技術の活用によって、商取引に伴う摩擦（＝取引
のコスト）が減少するため、業界全体の生産性は向上させることが期待できる半面、それ
ぞれの企業の取引は透明化し、自社の独自性が損なわれ、収益が低下する恐れがある。 
 その分、従来では自社で行わなかった事業領域や事業プロセスまで容易に行える様にな
るが、逆説的には、そこまで行わなければ、自社の競争優位は死滅してしまことになる。 
 Carr は、競争の力学が IT のコモディティ化を引き起こす仕組みを理解するために、本
書の中で、Christensen, Clayton M.が著書『The innovator's dilemma: when new 
technologies cause great firms to fail』(1997), Boston, Harvard Business School Press で著
した“オーバーシューティング“という現象を説明している45。 
 “オーバーシューティング“は、テクノロジー製品の性能が、大部分のユーザの要求レ
ベルを超えた上に、安価な代替品への乗り換えが起きる現象をいい、現時点では機能や性
能が大多数の顧客の期待に最も適した製品であっても、急速な改良が継続的に累積するこ
とによって、機能や性能はやがては市場ニーズを大きく超えてしまう。 
                                                   
43 Carr Nicholas『Does IT Matter?』(2004, Harvard),p92. 
44 Carr Nicholas『Does IT Matter?』(2004, Harvard),p76. 
45 Carr Nicholas『Does IT Matter?』(2004, Harvard),p38. 
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 その結果、今は顧客の期待を大きく下回っている安価な代替製品であっても、やがては
顧客の期待に最も接近し、旧来製品よりも高い競争力を持ちえる、というものである。 
 
図表 32 コスト競争の要因「オーバーシューティング」 
 
引用）Carr Nicholas『Does IT Matter?』(2004, Harvard),p38 の.記述を元に筆者作成 
 
 製品の性能が日々向上する IT 業界においては、メーカーが最も厳しい顧客の要求に応え、
企業が競争優位を維持し続けるために、最先端の技術を追求し続け、新世代の技術が搭乗
するたびに製品に新しい性能や過剰な機能を加え続けているが、そこまでの機能を必要と
しない顧客にとっては、技術の進歩によって最低限の機能を備えた廉価なモデルでもニー
ズを満たせるようになり、他の安価な製品に鞍替えをしてしまう。 
 企業が競争優位を維持し続けるためには、他社の追随を許さない圧倒的な競争優位を備
えておかなければならない。 
 IT 企業が持続可能な競争優位性を備えるべく、「業界で有利な地位に立つ」ことと「自
社の独自性のある能力を獲得する」ために、垂直統合と水平統合による自社の製品やサー
ビスの強化、またはビジネス転換を迫られることになる。 
 コンピュータの性能は猛烈なスピードで進化し続けており、IT 製品のコモディティ化と
劇的な価格低下を招き、新たな技術の出現により IT アーキテクチャの転換などにより、IT
製品はオーバーシューティングを迎え、次の代替技術への移行を繰り返すこととなる。 
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第２節 クラウドについての考察 
 前節に続き、本節では、IT アーキテクチャの大転換を伴うクラウド時代が近く本格到来
すると予測されている中で、クラウドの実態を理解することを目的に、クラウドを構成す
る事業要素、もしくは本格的なクラウド時代を形成するための必要条件について、現在新
たな市場が既に確立し、成長市場として認知されている“クラウド・モバイル・ソーシャ
ル“のビジネス領域について分析すると同時に、本格的なクラウド時代としてキャズムを
超える段階に至った時、現在の IT 企業がどの様な事業形態を確立させ、IT 業界が今後ど
のような将来像を描くことができるのか、これまでの議論を検証することによって、クラ
ウド時代の将来像についての仮説を整理してゆく。 
 
第１項 クラウド・モバイル・ソーシャル・ビッグデータの時代 
 “クラウド”“モバイル”“ソーシャル”は、今日の IT 業界において、近い将来にイノベ
ーションの中核を成す“シーズ”として期待され、注目されているビジネス領域であり、
これ以外に“ビッグデータ”を含めるシンクタンクもあるが、“クラウド”“モバイル”“ソ
ーシャル”は相互関連性を持ち、３つが融合し一体化したサービスとして提供されること
に、従来の個別の事業領域に対して新たな革新的な価値を生じさせるものであることから、
本項ではこれらの３つの事業領域について研究し、クラウド時代の将来像について言及し
て行くこととし、“ビッグデータ” については個別に言及することとする。 
 “クラウド”は、これまでにも述べてきた通り、ハードウェアやソフトウェアなどの IT
基盤を所有することなくサービスとして利用することであり、“モバイル”は、iPhone や
iPad などの iOS や AndroidOS、Windows などの携帯情報端末を指し、“ソーシャル”は、
Twitter や Facebook、LINE などのコミュニケーションツールである。 
 いつでも、どこからでも、好きな“モバイル”端末から、“ソーシャル”アプリを利用し
て異国の友人や旧友と交流し、交わされたメッセージや写真、添付資料などを「クラウド」
上のデータベースに保存し、時間・距離・場所を意識しないライフスタイルが可能となっ
ており、企業では社内メールを企業 SNS“ソーシャル”に切り替えて、顧客から商談の要
望事項が“ソーシャル”上に掲載され、各国の技術者などの社員が国を跨いでそれに対し
て意見を掲載するといった、従来のメールよりも双方向性､簡便性、記録性に優れた“ソー 
シャル”の特徴と、“クラウド”上に蓄積されたそれらの情報を、社外から“モバイル”端
末で確認し、タイムリーでスピーディなワークスタイルが可能となっている。 
 57 
 
 “ビッグデータ”は、ソーシャルメディア内で交わされる書き込みや口コミ情報、ユー
ザ情報、E コマースでの購入履歴や閲覧履歴、携帯電話やスマートデバイス、カーナビな
どの GPS 通信による位置情報など、インターネットを通じて日々刻々と発生するペタバイ
ト（≒1 千兆バイト）級の膨大なデータで、取得、蓄積し、高速処理が可能なコンピュー
タを利用してそのビッグデータを分析し、新たな法則、傾向、予測、モデル化などを行う
技術であり、導き出された結果から、科学、気象、交通、経済、建築、広告、商品開発、
トレーディング等、様々な分野における精緻なシミュレーション、予測、管理に活用でき
ると期待されている。 
 今、ビッグデータが注目されている理由として、2 つの大きな要因がある。 
 一つ目は、桁外れな量のデータを収集できるようになったことで、家電や車、住宅やオ
フィスビルや電気や水道などのインフラ、さらには自動販売機やペットにまで、あらゆる
モノや場所にセンサーが設置され、ネットワークで情報を収集できるようになってきてお
り、なかでもスマートフォンは、世界で年間 6 億台もの端末が出荷され、端末には GPS（全
地球測位システム）、加速度センサー、RFID（無線 IC タグ）を読み取る NFC（近接無線
通信）など多様なセンサーが組み込まれており、さらに、無線ネットワークの高速化と低
価格化によって、大量のデータを送りやすくなっている。 
 二つ目の要因は、集めたビッグデータを短時間で加工・分析できるようになったことで、 
Apache ソフトウェア財団が開発した、大規模データの高速分散処理フリーソフトウェア
Hadoop の開発により、ペタバイト（≒1 千兆バイト）級のビッグデータを分散処理し、
わずか数分で解析することが可能になったことである。 
 ビッグデータは、FacebookやTwitterなどの SNS企業、Amazonや楽天などのEC企業、
Google や Yahoo!などの検索エンジンソフト企業などに集積され易く、会員情報や購買履
歴、各サービスの利用履歴、ポイントの活用状況などを分析、活用して、顧客ごとに適し
た広告を配信したり、複数サービスの利用率や購買率を向上させたりする用途に役立てる
ことができ、Google では検索と無料アプリケーションによって蓄積した、膨大なデータを
基に広告事業を展開しており、Amazon や Yahoo!などの EC ショップでは会員データ、購
買履歴、サイト内での顧客の動き（クリックストリーム）などの履歴データを使って、過
去の履歴やおすすめ（リコメンデーション）を提示することで、会員個々に購買意欲を高
める情報提供を行っている。 
 ビッグデータの活用は、EC 事業者だけでなく、他の事業者においても、既に多くの活
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用がなされている。 
 例えば、会員制気象情報提供サービス会社の株式会社ウェザーニューズでは、会員から
寄せられる現地の気象情報を分析し、ゲリラ豪雨などの局地的な天気を高い精度で予測し、
詳細なエリアごとに的確な天気予報を配信するサービスにも活用したり、大阪ガス株式会
社の保守サービス部門では、コールセンターに寄せられる給湯器などの修理依頼の内容か
ら、交換が必要となりそうな部品を自動で割り出して、過去の修理履歴や修理機器の型番
などをもとに適切な部品を自動抽出して修理作業員に指示し、業務効率化に寄与したり、
国土交通省 関東地方整備局では、橋脚に多数のセンサーを取り付けて橋のひずみや振動な
どを検知し、橋を通行する車両の重量から橋への負担や橋の破損状況を予測し、保守作業
に役立てたりしている。 
 中でも Facebook は、10 億人ものユーザから大量のデータが日々刻々と収集され、最も
精緻で膨大な量のビッグデータを集積できるポジションにあり、これが将来において莫大
な富を生む金脈として認識され、期待されている。 
 Facebook は自社で所有するビッグデータを用いて、新たな傾向、予測、モデルを発見し
得る情報のソースを、法人に向けて提供するサービスの利用料を収益源とするクラウドビ
ジネスが成り立つ。法人は解析結果から自社に必要な情報を得る。このビジネスモデルの
勝敗要因は、如何に広範囲で大量のビッグデータを所有しているかが重要な要素となる。 
 ビッグデータは将来大変有望視されている事業領域であるが、たとえ Hadoop の様な 
大規模データの高速分散処理が可能なソフトウェアが開発されたとて、ビッグデータから
十分な情報を引き出し切れる訳ではなく、この完成には、計算処理によって結果を導き出
すノイマン型コンピュータの限界を超える、ニューロンコンピューティング技術の適用が
必要と考えられている。 
 ニューロンコンピュータは、ノイマン型コンピュータの様に、コンピュータに誰かがプ
ログラムを適用するのではなく、人間の脳が知識を蓄えて経験則を見出すように、自分で
ビッグデータ（知識）を集積し、自ら学習しながらプログラムし、アルゴリズム（知恵）
を獲得して行く情報処理原理を持ったコンピューティング技術であり、ニューロンコンピ
ュータにビッグデータを投入すると、精度の高い推論や回答、双方向性（コミュニケーシ
ョン性）、表現の豊富さを与えられるため、従来の演算を得意とするノイマン型コンピュー
タから更に進化したコンピュータとして、日常生活に広く応用されると期待されており、
現在、IBM、Google、富士通、NTT などが先駆的な研究を行っている。 
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第２項 企業の IT所有形態・利用形態の転換 
 IDC Japan では、IT 基盤のフェーズを 3 期に分けて定義しており、メインフレームとス
タンドアローンコンピュータを「第 1 のプラットフォーム」、クライアント・サーバ技術を
利用する IT 基盤を「第 2 のプラットフォーム」、クラウド・モバイル・ソーシャル・ビッ
グデータを「第 3 のプラットフォーム」と定義46している。 
 サーバ、ストレージ、ネットワーク、ハイパーバイザ（仮想化ソフト）、オペレーション
システムなど、基本的な IT 基盤をクラウドとして提供するサービス形態を IaaS
（Infrastructure as a Service）と呼び、利用者はハードウェアなどの IT 基盤を、従来の様
に固定資産として所有せず、月額支払いのサービスとして利用し、利用者はその基盤上に
自社の業務に適したミドルウェアやソフトウェアを自由に調達して実装し、自社で運用す
ることが可能となる。 
 従来、IT 基盤を自社で所有する場合、それらを購入する初期投資費用、保守・メンテナ
ンス費用、自社 IT 管理者による運用費用、IT 基盤を設置するデータセンターや自社コン
ピュータルームなどの賃貸費用や設備費用、コンピュータや空調などの電気代、さらに固
定資産税などが掛かり、IT 基盤を自社で所有し運用するために毎年多大な IT コストが掛
かっている。 
 それをクラウドサービスに移行することで、販売管理費としてオフバランス化すること
も可能となるため、そこに多くの企業が、出来る限りの IT 基盤をクラウドサービスに移行
しようとする動機が生まれることになる。  
 
第３節 IT企業に迫られるビジネス転換 
 前節では、クラウド時代の将来像についての仮説を整理したが、本節では、これまで台
頭してきた IT 企業が、本格的なクラウド時代においてもなお、競争優位を保ち、企業価値
を最大化し、持続的成長を継続してゆくために、どの様な必要条件を備えて行く必要があ
るのか、これまでの議論を検証することによって、その答えを明らかにしてゆく。 
 
第１項 クラウドサービス事業者の必要条件 
 企業にとっての競争力の源泉は、他社に真似のできない自社独自のコア技術がベースに
なるものであるが、IT 業界の場合、IT 技術の標準化、オープン化、IT 製品のコモディテ
                                                   
46 IDC Japan, Web Site, http://www.idc.com/getdoc.jsp?containerId=J14990181 
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ィ化と、インターネット技術が持つ摩擦係数ゼロの性質によって、IT は模倣容易性が高く、
IT 企業がハードウェアやソフトウェアといった IT 製品において競争優位性を発揮するこ
とは至難となってしまっている。 
 本格的なクラウド時代が到来した場合、クラウドサービスの利用者は、サービスに用い
られる IT 基盤が技術的にどのような方式を採用していて、どこのロケーションに配置され、
どこのメーカーの製品を使用しているかといったことについては、何ら関知することがな
くなり、ユーザにとっての関心事は、セキュリティ性能が優れていること、提供品質が安
定していること（安定稼動）、低価格であることである。 
 クラウドサービス事業者にとっての商用 IT 基盤は、事業向け設備資産、すなわちコスト
であり、クラウドサービス事業者として収益を最大化させるためには、商用 IT 基盤の製品
コストを下げる、または自動化によって人件費を下げる、省消費電力機器を採用して電力
コスト、すなわち維持費を下げる、というコスト削減は徹底的に実行しなければならない。 
 クラウドサービス事業者は、提供サービスについて圧倒的に高い技術力でサービスに付
加価値を備えて高収益化させるために、提供品質を十分に担保しながらも、設備やサービ
スの原価を如何に低減し、収益の源泉に変えられるかが問われることになる。 
 クラウドの技術力としては、例えば、通常、SaaS アプリケーションや、PaaS 環境で開
発したアプリケーションは、特定のクラウドサービスやデータセンターで稼働するように
デザインされているため、複数のクラウドサービスをまたいである所定のアプリケーショ
ンを利用、運用したいというニーズがあっても、運用負担が大きく現実的には実現が難し
い場合があるが、マルチクラウド環境でアプリケーションを統合的にサポート・運用出来
るソリューションが今後必要になってくる。 
 また、企業のクラウド化が更に進むと、複数クラウドサービスを複数のシステムとして
利用するケースが増えてくるが、企業情報が分散的に管理する状況が発生することになる
が、現状、ほとんどのクラウドサービス事業者は他の事業社とのデータ互換は保証する事
は無い上に、クラウドサービスは業界標準的な共通仕様もまだ存在しないため、異なるク
ラウド間のデータ変換を個別に行う必要がある。 
 この様に、各クラウド事業者はコスト面だけでなく、セキュリティ面、運用管理面に着
目し、より実運用に耐え得るクラウドサービスの品質向上に向けた技術開発は欠かすこと
ができず、各クラウド事業者は独自性の高い研究開発を継続して行ってゆく必要がある。 
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第２項 クラウドの時代のビジネス転換 
 HP は「Converged Infrastructure」を、Dell は「End to End Solution」というビジョン
を掲げて Enterprise 向けビジネスに力を入れ、サーバ、ネットワーク、ストレージ、ソフ
トウェア、セキュリティ、クラウドなどを総合的に提供する「垂直統合型」ビジネスを積
極的に推し進めている。 
 両社が「垂直統合型」ビジネスモデルを実現するのために M&A 候補として有力視され
ている企業には、デスクトップ仮想化ソフトウェアに強みをもつ Citrix Systems 社（時価
総額 123.8 億ドル）、ストレージベンダーの EMC 社（時価総額 455.5 億ドル）、ネットワー
クの Juniper Networks 社（時価総額 187 億ドル）、Brocade Communications Systems 者（時
価総額 24.9 億ドル）などがある。 
 しかしこれらの取り組みは、ハードウェア総合メーカーとしての戦略であり、IBM の様
にサービスやソフトウェア主体の収益モデルや、Microsoft や Oracle の様にソフトウェア
主体の収益モデルに比べ収益は低く、更に今後のクラウド時代の本格到来に向けて、収益
の柱となる事業モデルの確立、ビジネスモデルの転換は大きな課題となっている。 
 オープンアーキテクチャによって、これまで自社製品のパーツをすべて他社から調達し
てきたメーカーにとっては、他社に真似のできない技術開発・R&D を行う機能や技術的力
といった事業基盤が自社に備わっていないことが多く、自社独自性の高い研究開発能力の
欠落は、今後のクラウド時代を生き延び、競争優位を維持し続けるには非常に厳しい条件
となって来るため、これまで製品技術に対して振り向けていた技術開発・R&D の資源は、
提供サービスに対しての他社比較優位をもたらす技術開発・R&D に振り向けなければなら
ず、研究開発こそが他社との比較優位をもたらすことになるといえる。 
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第４章 事例研究 
 前章までに、現在の IT 業界の全体像について俯瞰的に理解を進め、前章では IT が持つ
根本的な性質と特徴について整理し、近い将来に訪れる本格的なクラウド時代に向けて、
IT 業界が今後どのような将来像を描くことができるのかを整理した。 
 本章では、IT 業界において、コンピュータ時代をそれそれが一世を風靡した世界的 IT
企業として IBM、HP、Dell の 3 社を取り上げ、各社のクラウド時代に向けた事業の取り
組みを更に詳しく分析する。 
 本章でこの 3 社を選定した理由として、先ず IBM については、過去、老舗のコンピュー
タメーカーとして永く IT 業界において不動の地位を築いて来たが、メインフレーム全盛の
時代から、オープンアーキテクチャ、ネットワークコンピューティングの時代へと IT アー
キテクチャの大転換を経験し、一度は非常に厳しい経営状況に立たされたが、どのコンピ
ュータメーカーよりもいち早く経営の建て直しを図り、ソフトウェア事業とサービス事業
への比重を高め、ハードウェアメーカーから脱却に成功し、今ではコンピュータメーカー
としては、業界切っての高収益企業に返り咲いており、既に事業転換を果たしたひとつの
成功事例として、本格的なクラウド時代に向けた取り組みを含めて研究事例として挙げた。 
 HP においては、IBM 同様、過去にハードウェアメーカーとして成功を収めたが、ハー
ドウェアのコモディティ化が進む中、M&A によるマルチベンダー化を推し進めている中
で、決して良い業績であるとは表現できないが、中の中の事例として研究対象に挙げた。 
 Dellにおいては、売上規模はHPの約半分ほどであるが、過去にPCベンダーとして 1,000
億ドルを超える時価総額を付けたこともある、PC ベンダーのパイオニアであるが、PC の
コモディティ化が進む中、現在は HP と同様、M&A によるマルチベンダー化を推し進め
ているが、現在のところなかなか思わしい結果が出ているとは言えず、今後の本格的なク
ラウド時代の到来に向けての取り組みを事例研究対象として挙げた。 
 これら 3 社の企業分析を通じて、クラウド時代で成功するためにどの様な経営戦略と経
営判断を行っているかを明らかにして行く。 
 
第１節 IBM（International Business Machines Corporation） 
第１項 IBM の概要 
 IBM（International Business Machines Corporation）は、コンピュータ産業の黎明期に
メインフレーム市場を世界的にほぼ独占し、現在主流のパーソナルコンピュータ、PC/AT
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互換機を開発し世に送り出した、コンピュータ関連で老舗の多国籍 IT 企業である。 
 アメリカ合衆国ニューヨーク州アーモンクに本社を置き、世界 170 か国に事業展開し、
世界 8 箇所の基礎研究所、24 箇所の製造施設を持ち、全世界の社員数は 43 万 5､000 人で、
コンピュータ関連のサービスおよびコンサルティングの提供と、ソフトウェア、ハードウ
ェアの開発・製造・販売・保守、およびそれらに伴うファイナンシングを提供する。 
 IBM はハードウェアメーカーと見られる事が多いが、1990 年代に企業向け市場に事業の
選択と集中を行い、2005 年には PC 事業を中国 Lenovo 売却し、事業の主軸をハードウェ
アからサービスとソフトウェアに転換し、2012 年度の総収入 1,045 億ドルのうちサービス
の占める割合が 56.3%、ソフトウェアが 24.4%、ハードウェア製品・金融事業が 19.4％で、
今やハードウェアメーカーではなく、ソフトウェアとサービスの企業となっている。 
 IBM がサービス事業を売り上げと利益の中心とすることに成功した理由として、「サー
ビスは製品ではなく公約である。われわれは、この公約を実現するために投資する。600
億円のサービス事業に投資している」と IBM グローバルテクノロジーサービス担当 シニ
アバイスプレジデント Erich Clementi 氏は語っている47。 
 2013 年には新たに、クラウド、アナリティクス、ソーシャルビジネス、モビリティを活
用した「スマートコンピューティング」という概念を発表し、IBM がサービスの中でもク
ラウドについて、従来の IT システムからの大きな変革を伴う重要な分野だとし、統合基幹
業務システム（ERP）や受発注システムといった企業の基幹システムについても、クラウ
ドや仮想化に対応する IaaS、PaaS、SaaS、更にビジネス変革を実現する Business Process as 
a Service（BPaaS）まで、トータルで提供するポートフォリオを用意する、としている。 
 今後 IT 業界における重要成長分野とされるビッグデータへの対応については、これまで
企業が保有していたデータに加え、SNS の様な外部のデータも活用していくことで、これ
から起きる事態を予測し、必要な対応を取ることが可能となり、すでに顧客へのシステム
導入を成功した事例もある。 
 重要成長分野とされるモバイルのへの対応についても、タブレットやスマートフォンな
どのスマートデバイスに対応できるシステムを提供し、セキュリティ企業を買収して対応
するとし、こうした新しい技術トレンドに対して、IBM 自身が率先して内部で活用し、成
功体験を蓄積させ、社外にノウハウごと提供する方法を取っている。  
 IBM のビッグデータ＆アナリティクスを活用については、社内でも意思決定の手段とし
                                                   
47 http://japan.zdnet.com/cio/analysis/35038170/ 
 64 
 
て積極的に採用した結果、多様性と柔軟性を備えた人材活用と費用支出の抑制に成功し、
社内コストの 45%削減を実現した実例が示す様に、IBM が取り組む先進的なテクノロジー
は、IBM 自身が内部変革を実践するために活用することで、実績あるアプローチを通して
お客様に提供することが通例であると、テクノロジーの自社活用のメリットを IBM ミド
ルウェアソフトウェア担当シニアバイスプレジデントの Robert LeBlanc 氏は語っている48。 
 
第２項 IBM の財務状況 
 2012 年の営業利益はサービスが 203 億ドル（営業利益率 34.5％）、ソフトウェアは 225
億ドル（営業利益率 88.7％）、ハードウェア製品・金融事業が 75 億ドル（営業利益率 36.8％）
を占めており、売上ではサービスが 58％であるが、営業利益はソフトウェアが全体の 45%
を占めている。 
 
図表 33 IBM の事業別売上と利益 
$B % of Rev. $B % of Rev. $B % of Rev.
売上 (Revenue) 104.5$        100.0% 106.9$     100.0% 99.9$       100.0%
サービス(Services) 58.8$           56.3% 60.2$       56.3% 56.4$       56.5%
ソフトウェア(Software) 25.4$           24.4% 24.9$       23.3% 22.5$       22.5%
製品・金融(Products/Financing) 20.3$           19.4% 21.8$       20.4% 21.0$       21.0%
売上原価 (Cost of net revenue) 54.2$           48.1% 56.8$       46.9% 53.9$       46.0%
サービス(Services) 38.5$           34.5% 40.3$       33.0% 38.1$       32.4%
ソフトウェア(Software) 2.9$             88.7% 2.9$         88.5% 2.7$         87.9%
製品・金融(Products/Financing) 12.8$           36.8% 13.6$       37.6% 13.0$       37.8%
2012 2011 2010
IBM
 
出所）IBM IR より筆者抜粋 
 
 サービス事業の内訳は、アウトソーシングが売上ベースで 227 億ドルとサービス事業の
中の 47%を占め、続いてコンサルティングが 114 億ドルと 24%を占め、システムインテグ
レーションが 96 億ドルで 16%、保守が 73 億ドルで 12%となっている。 
 ソフトウェア事業の内訳は、OS が 45 億ドルで 18%に対して、ミドルウェアが 210 億ド
ルで 82%にものぼる。 
 
 
                                                   
48 http://japan.zdnet.com/cio/analysis/35038170/2/ 
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図表 34 IBM のセグメント別売上 
事業セグメント $B % of Rev. $B % of Rev. $B % of Rev.
サービス(Services) 58.8$           100% 60.2$       100% 56.4$       100%
アウトソーシング(Outsourcing) 27.7$           47% 28.3$       47% 26.2$       47%
システムインテグレーション(Integration Technology)9.6$             16% 9.5$         16% 8.7$         15%
保守(Maintenance) 7.3$             12% 7.5$         12% 7.3$         13%
コンサルティング(Consulting) 14.4$           24% 14.9$       25% 14.2$       25%
ソフトウェア(Software) 25.4$           100% 24.9$       100% 22.5$       100%
ミドルウェア(Middleware) 21.0$           82% 20.7$       83% 18.4$       82%
OS(Operating System) 4.5$             18% 4.3$         17% 4.0$         18%
製品・金融(Products/Financing) 20.3$           100% 21.8$       100% 21.0$       100%
2012 2011 2010
 
出所）IBM IR より筆者抜粋 
 
 IBM の経営指標は、売上高利益率が 16.9％と非常に高く、一株当たりの利益が年々上昇
しており、長期で保有する株としても魅力的である。 
 IBM は研究開発（R&D）への投資額は売上額比率 6.3%と、HP の 3.4%、Dell の 1.1％と
比べても突出しており、また、HP の 2010 年の特許取得件数が 1,480 件だったのに
対して、 IBM は 5896 件と４倍にも上った。  
 
図表 35 IBM の経営諸表 
$B % of Rev. $B % of Rev. $B % of Rev.
当期純利益(Net income) 16.6$           15.9% 15.9$       14.8% 14.8$       14.9%
一株当たり利益(Earnings per share) 14.5$           - 13.3$       - 11.5$       -
株当たり現金配当(Cash dividends declared per common share)3.3$            - 2.9$         - -$         -
R&D(Research, development, and
engineering) 6.3$             6.0% 6.3$         5.9% 6.0$         6.0%
2012 2011 2010
 
会社名
売上高
（百万ドル）
株式発行数
時価総額
（百万ドル）
一株純資産
（ドル）
ROE ROA
IBM 104.507 11,126,579,559    191,599.70 17.2 86.8% 14.1%
流動比率
売上高営業
利益率
自己資本比率
株価収益率
(PER)
株価純資産倍率
(PBR)
1.2 16.9% 15.9% 14.1 11.8  
出所）IBM IR より筆者抜粋 
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図表 36 IBM のキャッシュフロー計算書 
事業セグメント $B $B $B
営業キャッシュフロー(Cash Flow from Operations)19.6$           19.8$       19.5$       
投資活動キャッシュ·フロー(Cash flows from investing activities)-1.4 $          -3.2 $        -3.2 $        
財務活動キャッシュ·フロー(Cash flows from financing activities)2.9$            0.8$         0.7$         
キャッシュフロー合計(Change in cash and cash equivalents)21.1$          17.4$       17.0$       
期首の現金及び現金同等物(Cash and cash equivalents at beginning of the period)13.9$           13.9$       10.6$       
期末の現金及び現金同等物(Cash and cash equivalents at end of the period)35.0$           31.3$      27.6$       
フリーキャッシュフロー(Free cash frows) 18.2$           16.6$       16.3$       
2012 2011 2010
 
出所）IBM IR より筆者抜粋 
 
第３項 IBM の競争力  
 IBM は、メインフレーム事業をコアにしながらも、DRAM 事業、フラットパネルディ
スプレイ事業、HDD 事業、PC 事業（中国 Lenovo へ売却）など、コモディティ化した事
業から容赦なく撤退し、経営資源をソフトウェア、サービス分野に手厚く振り向けている。 
 更なる成長が見込まれる次世代の半導体技術開発、次世代コンピュータアーキテクチャ、
クラウドコンピューティング、複雑なビジネス問題を解決する数理技術の開発などへの先
行投資は惜しまず積極的に行い、高収益な IT 企業として持続的成長を目指そうとしている。 
 IBM が研究開発投資を行っている基礎技術開発の新規分野として、１）太陽電池、海水
淡水化、バイオマス、燃料電池などの「エネルギー・環境｣分野、２）交通システムなど
ITS（Intelligent Transport Systems）分野、３）鳥インフルエンザやアルツハイマー対策な
どのメディカル分野、４）農作物の大量生産を目指した農業分野、５）クラウド、ビッグ
データ＆アナリティクス分野などがあるが、IBM は、半導体の微細化技術などの知的財産
権や、コンピュータを利用した生命工学技術の活用に研究開発を投じているが、その狙い
は太陽電池メーカーや医療機器メーカーになる訳ではなく、これまでと同様に技術ライセ
ンス収入の増大、コンサルティングサービスやソフトウェア、ハードウェアなど売上増大
を目指すものとされている。 
 また、IBM はクラウドコンピューティング技術の開発、次世代半導体技術開発、次世代
コンピュータアーキテクチャ開発、数理技術の開発に加えて、グローバルベースで、エネ
ルギー・環境、ITS、メディカル、農業関連といった、異質な新規分野への研究開発投資に
取組んでいる。 
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 一方、従来のメインフレームメーカー関連の要素技術への重点投資も続けており、前述
の次世代半導体技術開発、次世代コンピュータアーキテクチャ開発、クラウドコンピュー
ティング技術開発、数理技術の開発、クラウド、ビッグデータ＆アナリティクス関連技術
開発の５分野である。 
 クラウドコンピューティング技術開発の中には、大量のインターネット・トラフィック
と企業からのサービスコールに応えるための次世代データセンターの開発が中核におかれ
ており、次世代データセンターのコンセプトとしては、”IT 運用”中心から”ビジネス目標
主導”モデルへの転換、”IT 運用に関する課題解決やコスト削減“から”経営と IT の一体化
“を掲げている。 
 ビッグデータ＆アナリティクス関連の注力分野としては、ビジネス・アナリティクス
（BA）や BI（Business Inteligence）、先進的な予測分析などがあり、ビッグデータ＆アナ
リティクス関連ソリューションでは、データ分析により実際に何が起こっているのか、と
いう現在の状況を把握する「Descriptive」、「今後何が起こるのか」という未来を予測する
「Predictive」、さらにそれらに対し「どうすれば最大の成果が得られるのか」という成果
予測を付加した「Prescriptive」、「最善の判断は何か」という、統合的な判断を下せる
「CognITive」の４段階のソリューションを提供している。 
 企業はデータに基づいた意思決定が欠かせないが、IBM では既存のデータ分析から経営
の意思決定までも自動化できるような次世代データセンターソリューションを提供しよう
としており、ブレードサーバーでの先進的な仮想化ソリューション、エネルギー効率の改
善ソリューション、セキュリティサービス、ビジネスオペレーション、そしてメインフレ
ームをセットで、巨大な１つのコンピュータシステムとして顧客に提供しようとしている。 
 IBM の次世代データセンター事業計画では、クラウドコンピューティング技術の中核を
なす拡張性や柔軟性を高める仮想化技術と、熱処理部分のコストダウン化がコア技術とし
て重視しており、圧倒的な優位性を発揮するものとして自信を持っている。 
 米 IBM のロドニー・アドキンス上級副社長の発言によると、IBM は自社にとってハー
ドビジネスは基盤的な存在であり重要であると考えており、2015 年までの事業計画では、
成長の軸はソフトウェアとサービスビジネスからもたらされるが、IBM が新たなシステム
の開発に成功し、そのシステムによって社会がメリットを享受するには、ハード、ソフト、
サービスの連携が欠かせず、その成長を支えるものこそがハードウェアビジネスであると
している。 
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 例えば、米国のメモリアル・スローン・ケタリングがんセンター、米国の医療保険会社
ウェルポイント導入した、最適な解を導き出す思考メカニズム「Watson Paths」により、
さまざまな症例を解析し、症状から導き出される仮設立案とその検証結果を表示でき、「症
例を入力すると、構造化データや非構造化データなどを分析し病気を特定し、その仮説な
どを文献に関連付けた形で表示することができ、医者が患者の病気を特定するプロセスの
助けになると共に、文献により確信を持つことができるとしている。 
 IBM は、依然ハード分野のイノベーション（技術革新）の重要性は続いており、さまざ
まな技術を統合した価値の提案がライバル企業との大きな違いをもたらすと考えており、
今後 10 年間でコンピュータの処理能力は 1,000 倍になり、データを分析する機能がさらに
増し、より小型化して電力効率を上げ、ハンドヘルド（携帯型）でも十分なコンピュータ
ーパワーが得られることをめざしており、膨大なビッグデータを受け取り判断する、ワト
ソン型のシステムは人間の頭脳に近いものになっていく、としている。 
 IBM はこれからのコンピュータシステムは、データや情報を吸収しながら学習し、進化
するものというビジョンの元、ラーニング・エラ（学習の時代）と呼ぶ、自己学習、自己
認識の技術に焦点を当てて投資を絞り込み、自己発見、自己最適化が可能なシステムであ
る Watson を第１世代のコンピューターモデルとして、IBM はこの領域のパイオニアを目
指しているが、この様に高度に IT 化された社会によって省力化が進めば、雇用が奪われる
などのリスクも懸念されるが、これらのシステムや能力は、それで人間を置き換わるとい
うものではなく、あくまでも人間の生産性、効率性を高める手助けをするアシスタントの
役割を果たすものである。 
 
第４項 IBM の経営転換 
 1992年、約50億ドルもの巨額の赤字を出し瀕死の状態にあったIBMを、1993年に就任し
たCEO Gerstnerは、5年後の1997年に60億ドル強の利益を計上するまでに復活させた。 
 Gerstnerは、メインフレームの箱売りに依存していたビジネスから、ITソリューション
の提供と経営課題解決を提供する、ソリューションビジネスへと大きくビジネスモデルを
転換した。 
 コスト削減や組織変更などさまざまな経営改革の取り組みを実行すると同時に、
「e-Business」というコンセプトを作り、積極的なマーケティングを実施し、改革は簡単
に進んだわけではなく、当時のIBMの多くの当時のリーダーたちは、この戦略の実行に苦
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戦を強いられ、試行錯誤を繰り返しながらの取り組みを進めていった。 
 IBMの管理者層達は、Gerstnerが打ち出した戦略に取り組まなかったり、抵抗したりし
た訳ではなかったが、IBMの複雑な組織階層、既得権益の横行、IBM語といわれる閉鎖的
な企業文化をもつ巨大企業であったため、新しい戦略が明確であっても、人に根ざした企
業風土は当初は簡単に変わることがなかった。 
 当時の管理者層は、旧来のやり方ではIBMが立ち行かない状態で、変革が必要であるこ
とを充分に分かっていたが、優秀なリーダー達ですら、ソリューションビジネスの取り組
みに苦戦し、成果を出すことが当初はできなかった。 
 そこで、Gerstnerはこれまで優秀な成果を上げていたリーダーですら苦戦しているのか、
どのようなリーダーであればソリューションビジネスへの転換を実現できるのか、リーダ
ーが変われば、社員が変わり、組織全体が変わるのではないか、という仮説に対し、科学
的アプローチによる分析により、ソリューションビジネスで成果を上げているリーダーを
特定し、それらのリーダーが、ソリューションビジネスで苦戦しているリーダーと何が違
うのかを調べて行き、3時間を超えるインタビューや、各種の診断ツールを活用した心の奥
底にあるリーダーの動機、価値観、思考・行動特性、マネジメントのスタイル、組織の風
土の評価など、さまざまな側面にまで調査は及んだ。 
 その結果、新しいビジネスで成果を上げているリーダーと、従来のビジネスでは成果を
上げていたにもかかわらず新しいビジネスでは苦戦しているリーダーとの間に、特徴的な
違いが浮き彫りになった。 
 例えば、マネジメントのスタイルについては、従来のビジネスでは成果を上げていたに
もかかわらず、新しいビジネスで苦戦していたリーダーがおり、主に自らの率先行動で組
織を引っ張っていくことが常で、メインフレームの箱売りビジネスだとトップセールスが
成功のカギであり、このため自らの率先垂範で組織を引っ張っていくリーダーが、成果を
出していたことが分かった。 
 一方で、新しいビジネスに適応し成果を上げていたリーダーは、むしろ自らが前面に出
ることを抑え、メンバーに大きな目標や何故それをやらなければならないかを伝え、人間
関係に十分配慮し、聞き耳を持ち、また、メンバーの育成に注力する傾向があった。 
 新しいビジネスは、リーダーにとっても新しい領域であり、またソリューションビジネ
スでは、分野の異なる様々な技術者の力を引き出していく必要があるため、自ら率先垂範
で組織を引っ張るよりも、部下や同僚に働きかけ、人の力を引き出すマネジメントスタイ
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ルが求められた。 
 リーダーの思考行動特性にも違いがあり、新しいビジネスで成果を上げていたリーダー
は顧客志向が強く、チームワークに優れ、率直にものを言い、即断即決で、IBMのビジネ
スに対するパッションや達成志向性が強いなどの特徴があった。 
 新しいビジネスで成功していたリーダーは、成果を上げることに加えて、人に影響力を
行使することにやりがいを感じる傾向があり、そのため、思考や行動面でもチームワーク
や顧客志向が高くなり、またマネジメントのスタイルも、自ら率先垂範して組織を引っ張
るよりも、人の力を引き出すマネジメントを、ある意味、自然としていたともいえる。  
 リーダーシップの改革が、社員の意識改革や組織風土の変革につながり、ビジネスモデ
ル転換の成功のカギとなるということに気づいたGerstnerは、リーダーシップ改革プログ
ラムを開発し、300人のIBMのベストリーダーを各国から選抜して、6年間に渡って新しい
ビジネスに求められるマネジメント力を習得させて行き、Gerstnerを含めたトップマネジ
メント層もこのプログラムに参加し、リーダーシップ変革を行ない、合わせて新しい戦略
を実行に移せるリーダーを重要ポジションに登用し、組織全体のリーダーシップ変革を加
速していった。 
 Gerstnerが行ったリーダーシップ改革プログラムは、社員一人ひとりのリーダ
ーシープを目覚めさせ、自らが指導者として正しいリーダーシップを発揮させ
ることが中心的な取り組みであった。  
 これに加え、IBMはリーダーに求められる行動要件を「リーダーシップ・コン
ピテンシー」として定め、研修の基盤として活用するだけでなく、業績評価や
報酬にも連動させ、リーダーの意識・行動変革にドライブをかけた。  
 企業文化が影響を与える流れの視点では、リーダーの意識・行動変革を梃子
にして、IBM社員のＤＮＡに浸透させるため、学習や、仕事の機会、昇進や金銭
的な報酬など、あらゆる手段をGerstnerは使っている。  
 最も重要なことは、社員のリーダーシップを目覚めさせ、自らが指導者とし
て正しいリーダーシップを発揮させることであり、Gerstnerが行ったリーダーシ
ップ改革プログラムがその中心的な取り組みであった。  
 2003年にCEOがSamyueru J Parumisānoに変わってからも、改革は続き、  
Parumisāno氏がCEOとしてIBMを率いてまだ間もない2004年末、PC事業の売却
に踏み切り、価格競争によって採算が悪化していたとはいえ、100億ドルを超え
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る売上規模だった事業に見切りをつけた。  
 その一方、滅びゆく「恐竜」とも揶揄されたメインフレームを再生すること
にも成功し、企業が持続的な成長を実現していくためには、コモディティ化へ
の対応とともにリインベンション（reinvention：再発明）が重要であり、PCの
ように事業の中核をなさないと分かったら躊躇なく撤退する、IBMはこ同様にし
てメインフレーム事業を再生した。  
 1990年代前半、IBMの業績は厳しい状況にあった原因は、ダウンサイジングや
オープン化の波に乗り遅れ、変化に対応できなかったことであり、プロダクト・
アウトの発想から抜けきれず、マーケット・インに移行できなかったことも赤
字化の要因となった。   
 また、組織構造にも問題があり、当時各国の IBMは、マーケティングや販売プ
ロセス、会計などの手法をそれぞれ独自に採用しており、IT組織の面でも国ご
と、業務部門ごとにCIOを置いた結果、その総数は世界で約130人を超え、
Gerstnerは、こうした課題の解決には、徹底的な変革が必要であると考え、ビジ
ネスを、ハードウェアからサービスへシフトさせると同時に、国ごとに異なっ
ていた組織のグローバルな統合にも取り組んだ。  
 ITについては、CIOは世界で1人とし、各国に設置されていた150カ所ほどのデ
ータセンターも1桁に集約し、さらに、国ごとに開発していた業務システムは、
グローバル・システムを開発してそれを各国で導入するという方式に変更した。  
 改革後の日本 IBMでは、国内拠点と中国、フィリピンの海外拠点とが緊密に連
携しながら、日本 IBMの約45,000人のユーザに約350のアプリケーション・サー
ビスを提供しており、IT予算が過去最大であった2004年から、6年間をかけて60%
近くのコスト削減にも成功した。  
 Gerstner は落日の IBM を見事に再生させた立役者であり、その姿は今の IT
業界、特にハードウェア、ソフトウェア企業に共通するところが多いと思われ、
現在の彼らの状況を既に 20 年以上も前に実行していたのが IBM である。  
 IBM が成功したからといって、それをただ模倣するだけでは、クラウド化に
伴う IT アーキテクチャの大転換は余りにも衝撃が大きいものと思われる。  
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第２節 HP（Hewlett-Packard Development Company） 
 前節のIBMに続き、本節でHPを事例に分析をおこなって行くが、HPはIBMと
Dellの丁度中間に位置する企業であり、企業分析は簡易に整理するに留めることとする。 
 
第１項 HP の概要 
 HP（Hewlett-Packard Development Company）は、アメリカ合衆国カリフォルニア州
に本社を置く、業 務・家庭用イメージング印刷システム、コンピュータシステムを製造す
るほか、情報技術サービスも手掛け、PC、サーバ共に世界市場第 2 位のシェアを持つ、シ
ステムソリューション・プロバイダーであり、製品にはレーザープリンター、インクジェ
ットプリンターをはじめスキャナー、コピー機、ファックス、パソコン、ワークステーシ
ョン、記憶装置、その他計算・印刷機器などがあり世界で販売する。 
 スタンフォード大学の同級生だった Bill Hewlett と Dave Packard が、自宅のガレージを
作業場に、当初は電子計測機器メーカーとして 1939 年にカリフォルニア州パロアルトで創
業し、世界初のポケット式関数電卓の開発、プリンタ等のＰＣ周辺機器の開発の成功によ
って、HP が本格的に事業成長するきっかけとなった。 
 2006 年度には、HP の年間売上高は 917 億ドルに達し、同年度 IBM の決算売上高 914 億
ドルを上回り、一時、世界第１位の IT 企業になった。 
 2002 年にはコンピュータ大手 Compaq Computer Inc. を買収し、2008 年に IT サービス
の分野で世界第 2 位の Electronic Data Systems（EDS）買収、さらに同年 10 月には、無線
LAN、無線ネットワークセキュリティを手がける Colubris Networks Co. Ltd.を買収、2009
年 11 月に、3Com 社を買収するなど、M&A によって PC 以外にも積極的に製品ポートフ
ォリオを広げ、現在ではタブレット PC やスマートフォン、シンクライアントといったマ
ルチデバイス49の他、ネットワーク、サーバ、ストレージ、セキュリティなどのシステム
基盤製品やそれらの関連ソフトウェア、IT コンサルティングやクラウドサービスなど、エ
ンド・ツー・エンド・モデルのトータル・ソリューション・プロバイダーとしてその地位
を固めつつある。 
 世界 50 カ国に現地法人を構え、180 以上の国々で販売活動を行っており、従業員数は全
                                                   
49 PC やスマートフォン、タブレット端末、携帯ゲーム機、カーナビゲーション車載機、インターネットテレ
ビなど、高度な機能・性能を備えた様々な情報機器。こうした多用な端末機器から、等しくインターネットや
コンテンツにアクセスできる様になってきている。 
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世界で約 33 万 1,800 人、日本法人約 5,800 人で、世界中のサービス部門約 18 万 5,000 人の
従業員が顧客企業の IT システムのサービスやサポートに当たっている。 
 
第２項 HP の財務状況 
 2012 年の営業利益は製品が 779 億ドル（営業利益率 64.7%）、サービスが 420 億ドル（営
業利益率 34.9％）、金融は 5 億ドル（営業利益率 0.4％）、ハードウェア製品が約３分の２、
サービスが約３分の１を占めており、ハードウェア依存度が高い。 
 2012 年の事業内訳は、ソフトウェア事業が売上ベースで 41 億ドルとサービス事業の中
の 20.4%を占め、続いてプリンタ事業が 245 億ドルと 14.6%を占め、サービス事業が 349
億ドルで 11.7%、エンタープライズが 205 億ドルで 10.4%、金融事業が 38 億ドルで 10.2%、
PC 事業が 357 億ドルで 4.8%となっており、ソフトウェア事業の内訳は、OS が 45 億ドル
で 18%に対して、ミドルウェアが 210 億ドルで 82%にものぼる。 
 
図表 37 HP の事業別売上と利益 
$B % of Rev. $B % of Rev. $B % of Rev.
売上 (Revenue) 120.4$     100.0% 127.2$     100.0% 126.0$     100.0%
製品(Products) 77.9$       64.7% 84.8$       66.6% 84.8$       67.3%
サービス(Services) 42.0$       34.9% 42.0$       33.0% 40.8$       32.4%
金融(Financing) 0.5$         0.4% 0.4$         0.4% 0.4$         0.3%
売上原価 (Cost of net revenue) 92.4$       23.2% 97.4$       23.4% 95.9$       23.9%
製品(Products) 59.5$       23.6% 65.2$       23.1% 65.1$       23.3%
サービス(Services) 32.6$       22.4% 31.9$       24.0% 30.5$       25.3%
金融(Financing) 0.3$         31.4% 0.3$         31.8% 0.3$         27.8%
営業利益 (Operation Income) -11.057 $ -9.2% 9.7$         7.6% 11.5$       9.1%
当期純利益(Net income) -12.7 $     -10.5% 7.1$         5.6% 8.8$         7.0%
一株当たり利益(Earnings per share) -6.4 $        - 3.4$         - 3.8$         -
株当たり現金配当(Cash dividends declared per common share)0.5$         - 0.4$         - 0.3$         -
R&D(Research, development, and
engineering)3.4$         2.8% 3.3$         2.6% 3.0$         2.3%
2012 2011 2010
 
出所）HP IR より筆者抜粋 
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図表 38 HP のセグメント別売上 
事業セグメント $B % of Rev. $B % of Rev. $B % of Rev.
PC(Personal Systems) 35.7$       4.8% 39.6$       5.9% 40.7$       5.0%
プリンター(Printing) 24.5$       14.6% 26.2$       15.0% 26.2$       16.6%
サービス(Services) 34.9$       11.7% 35.7$       14.6% 35.3$       16.2%
エンタープライズ(Enterprise Servers, Storage and Networking)20.5$       10.4% 22.1$       13.6% 20.2$       13.9%
ソフトウェア(Software) 4.1$         20.4% 3.4$         21.4% 2.8$         28.0%
金融(Financial Service) 3.8$         10.2% 3.6$         9.7% 3.0$         9.2%
2012 2011 2010
 
出所）HP IR より筆者抜粋 
 
 HP の経営指標は、売上高利益率が今期-12.7％と、のれんを償却したことが原因で赤字
決算となった。 
 HP の研究開発費は平均して 3%強と、R&D には積極的に投資を行っているが、
IBM が 6%だったのに対して、売上額はほぼ変わらないが HP はその半分である。 
 
図表 39 HP の経営諸表 
会社名
売上高
（百万ドル）
株式発行数
時価総額
（百万ドル）
一株純資産
（ドル）
ROE ROA
HP 120.357 4,231,745,902      51,627.30 12.2 0.0% -12.6%
流動比率
売上高営業
利益率
自己資本比率
株価収益率
(PER)
株価純資産倍率
(PBR)
1.1 -9.2% 21.0% 0.0 2.0  
出所）HP IR より筆者抜粋 
 
図表 40 HP のキャッシュフロー計算書 
事業セグメント $B $B $B
営業キャッシュフロー(Cash Flow from Operations)10.6$       12.6$       11.9$       
投資活動キャッシュ·フロー(Cash flows from investing activities)-3.5 $        -14.0 $     -11.4 $     
財務活動キャッシュ·フロー(Cash flows from financing activities)-3.9 $        -1.6 $        -2.9 $        
キャッシュフロー合計(Change in cash and cash equivalents)3.3$        -2.9 $        -2.4 $        
期首の現金及び現金同等物(Cash and cash equivalents at beginning of the period)8.0$        10.9$      13.3$       
期末の現金及び現金同等物(Cash and cash equivalents at end of the period)11.3$      8.0$        10.9$       
フリーキャッシュフロー(Free cash frows)7.1$         -1.3 $        0.6$         
2012 2011 2010
 
出所）HP IR より筆者抜粋 
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第３項 HP の経営転換 
 米 HP は、2011 年 8 月 18 日、パソコン事業の分離を発表した。  
 その理由として、単純で収益性が低く成長が鈍化しているＰＣ事業を分離し、
高収益の企業向け IT（情報技術）サービスやソフト事業に経営資源を集中する
戦略であるためとう。  
 同時に発表した 5~7 月期決算の中で、HP は 2011 年 10 月通期の業績見通しを
引き下げ、主力の PC 事業は Apple の iPad などタブレット端末との競争激化で
成長が鈍化し、力を入れる企業向けサービス事業も、利益率の低下が見込まれ
ており、世界景気の減速懸念が強まる中で、最大 1 年半もの時間をかけて事業
構造を大きく見直すのはその間の事業運営に大きな混乱をもたらし、業績を一
段と下押しする懸念がある。  
 PC 事業の分離検討と同時に発表した英ソフト会社 Autonomy Inc.の買収額は
102 億ドルだったが、企業向けソフト事業の強化につながる買収そのものは好意
的に受け止められているものの、売上高約 9 億ドルの会社に 10 倍以上の値段を
付けたことには、「高い買い物」との声が多い。  
 就任 10 カ月目の Leo Apotheker 最高経営責任者（CEO）は、2005 年に PC 事
業を中国の Lenovo グループに売却し、高収益の企業向けサービス・ソフト事業
に集中した米 IBM の例を参考にしたが、この６年でＰＣ事業の市場価値は大幅
に低下し、分離するにせよ売却するにせよ、狙い通りの成果が得られる保証は
ない。  
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第３節 Dell（Dell Inc.） 
 前節までの IBM・HPに続き、本節でDellについて事例に分析をおこなって行く。 
 
第１項 Dell の概要 
 Dell（Dell Inc.）は、アメリカ合衆国テキサス州に本社を置く、PC、サーバ共に世界市
場第３位のシェアを持つ、システムソリューション・プロバイダーである。 
 テキサス大学の学生であった Michael Dell が、1984 年にパソコンの保守を行う会社とし
て創業し、部品レベルで規格化された IBM PC 互換機を誰でも製造できることを利用して、
パソコンの製造販売に乗り出したのが、Dell が本格的に事業成長するきっかけとなった。  
 当時 Dell 氏は寮で IBM の PC を分解していた時、コンポーネントがすべて他の企業製
品であることに気が付き、コスト合計の 4 倍の値段で IBM が販売している原価構造を理解
し、コスト効率の良い方法で組み立てて販売価格を下げれば、PC は多くの人が購入でき
る価格になると考え、大学を退学して手持ち金 1,000 ドルでビジネスとして立ち上げたと
している50。 
 現在では M&A によって PC 以外にも製品ポートフォリオを広げ、タブレット PC やス
マートフォン、シンクライアントといったマルチデバイス端末の他、ネットワーク、サー
バ、ストレージ、セキュリティなどのシステム基盤製品やそれらの関連ソフトウェア、IT
コンサルティングやクラウドサービスなど、エンド・ツー・エンド・モデルのトータル・
ソリューション・プロバイダーとしてその地位を固めつつある。 
 世界 50 ヶ国に現地法人を構え、180 以上の国々で販売活動を行っており、従業員数は全
世界で約 11 万人、日本法人は約 1,700 人で、世界中のサービス部門約 4 万 5,000 人の従業
員が顧客企業の IT システムのサービスやサポートに当たっている。 
 
第２項 Dell の財務状況 
 2013 年度の全社年間売上高は約 569 億ドル（営業利益率 5.3%）、パソコンの製造販売を
初めとするデスクトップ事業は過去 5 年で 7%ダウンしており、今後も売上が年率 5%ダウ
ンする見通しである。 
 法人向けにサーバ、ストレージ、ネットワーク関連の製造販売、およびサポートサービ
スを提供するエンタープライズソリューション＆サービス、ソフトウェア事業は 7%の成
                                                   
50 ZD Net Japan 2013 年 12 月 16 日 http://japan.zdnet.com/datacenter/analysis/35041487/ 
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長で、デスクトップ事業の売上げダウンを補う形で、売上は年率 8%アップする見通しで
ある。当事業は過去 3 年間で 28%増、今では全社営業利益の 50%を占めるまでに成長して
いる。 
セグメント別に見ると、製品が 447 億ドル（営業利益率 18.0％）、サービス・ソフトウェア
が 122 億ドル（営業利益率 33.8％）、ハードウェア製品が約 8 割、サービスが約 2 割を占め
ており、ハードウェア依存度が高い。 
 2013 年の事業内訳は、デバイス事業が売上ベースで 283 億ドルとサービス事業の中の
49.7%を占め、続いてソフトウェア事業が 93 億ドルと 16.3%を占め、システムインテグレ
ーション事業が 194 億ドルで 34.1%となっており、ソフトウェア事業の内訳は、OS が 45
億ドルで 18%に対して、ミドルウェアが 210 億ドルで 82%にものぼる。 
 しかし、それでもパソコン販売の鈍化に伴う全社売上の下落をカバーできないと Dell
自体も判断しており、デスクトップ事業に変わる持続的成長が可能な新たなビジネスモデ
ルが必要だと認識している。 
 
図表 41 Dell の事業別売上と利益 
$B % of Rev. $B % of Rev. $B % of Rev.
売上 (Revenue) 56.9$       100.0% 62.1$       100.0% 61.5$       100.0%
製品(Products) 44.7$       78.6% 49.9$       80.4% 50.0$       81.3%
サービス・ソフトウェア(Services, including software related)12.2$      21.4% 12.2$      19.6% 11.5$       18.7%
売上原価 (Cost of net revenue) 44.8$       21.4% 62.1$       50.0% 61.5$       46.0%
製品(Products) 36.7$       18.0% 39.7$       20.5% 42.1$       15.9%
サービス・ソフトウェア(Services, including software related)8.1$        33.8% 8.6$        29.5% 8.0$         30.1%
営業利益 (Operation Income) 3.0$         5.3% 4.4$         7.1% 3.4$         5.6%
2013 2012 2011
 
出所）Dell IR より筆者抜粋 
 
図表 42 Dell のセグメント別売上 
$B % of Rev. $B % of Rev. $B % of Rev.
デバイス事業 28.3$       49.7% 33.2$       53.6% 33.7$       54.7%
ソフトウェア事業 9.3$         16.3% 10.2$       16.5% 10.3$       16.7%
システムインテグレーション事業 19.4$       34.1% 18.6$       30.0% 17.6$       28.6%
2013 2012 2011
 
出所）Dell IR より筆者抜粋 
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図表 43 Dell の事業別売上と利益 
 
 
出所）Dell Inc. 2013 Annual Report 
 
 Dell の経営指標は、売上高利益率が今期 7.1％と、IBM の半分であるが、過去 5 年間の
から見ると、上昇した推移を見せている。 
 Dell の研究開発費は平均して 2013 年度には辛うじて 1.1%と増えたが、過去 3
年間では 1%を割っており、 IBM の 6%、HP の 3%と比べると、非常に低い値を
いえる。  
 PC がオープン化により広く世に出回ったという背景や、PC がコモディティ
化の激しい商品であることを考慮すると、もともと R&D に費用を投じる必要が
なかったという背景も考えられるが、オープンアーキテクチャによって、これまで自
社製品のパーツをすべて他社から調達してきたメーカーにとっては、他社に真似のできな
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い技術開発・R&D を行う機能や技術的力といった事業基盤が自社に備わっていないことが
多く、自社独自性の高い研究開発能力の機能的欠落は、今後のクラウド時代を生き延び、
競争優位を維持し続けるには非常に厳しい条件となって来る。 
 そのこれまで製品技術に対して振り向けていた技術開発・R&D の資源は、提供サービス
に対しての他社比較優位をもたらす技術開発・R&D に振り向けなければならず、研究開発
こそが他社との比較優位をもたらすことになるといえる。 
 
図表 44 Dell の経営諸表 
$B % of Rev. $B % of Rev. $B % of Rev.
当期純利益(Net income) 2.4$         4.2% 3.5$         5.6% 2.6$         4.3%
一株当たり利益(Earnings per share) 1.4$         - 1.9$         - 1.4$         -
株当たり現金配当(Cash dividends declared per common share)0.2$         - -$         - -$         -
R&D(Research, development, and
engineering)1.1$         1.9% 0.9$         1.4% 0.7$         1.1%
2013 2012 2011
 
会社名
売上高
（百万ドル）
株式発行数
時価総額
（百万ドル）
一株純資産
（ドル）
ROE ROA
Dell 62.071 4,003,157,895      24,339.20 6.1 22.2% 5.0%
流動比率
売上高営業
利益率
自己資本比率
株価収益率
(PER)
株価純資産倍率
(PBR)
1.2 7.1% 20.0% 12.7 2.2  
出所）Dell IR より筆者抜粋 
 
図表 45 Dell のキャッシュフロー計算書 
$B % of Rev. $B % of Rev. $B % of Rev.
営業キャッシュフロー(Cash Flow from Operations)3.3$        5.5$         4.0$         
投資活動キャッシュ·フロー(Cash flows from investing activities)-3.3 $        -6.2 $        -1.2 $        
財務活動キャッシュ·フロー(Cash flows from financing activities)-1.2 $        0.6$         0.5$         
為替レート等変動の影響(Effect of exchange rate changes on cash and cash equivalents)-0.0 $       0.0$        -0.0 $        
キャッシュフロー合計(Change in cash and cash equivalents)-1.3 $        -0.1 $        3.3$         
期首の現金及び現金同等物(Cash and cash equivalents at beginning of the period)13.9$      13.9$      10.6$       
期末の現金及び現金同等物(Cash and cash equivalents at end of the period)12.6$      13.9$      13.9$       
フリーキャッシュフロー(Free cash frows)-0.0 $        -0.6 $        2.8$         
2013 2012 2011
 
出所）Dell IR より筆者抜粋 
 
第３項 Dell の競争力 
 Dell のビジネスモデルで最も特徴的なのが、中間に流通業者を介さず Dell の Web サイ
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トから直接顧客がオーダーでき、希望通りのスペックのパソコンを自宅で購入できる直販
スタイル（ダイレクト・モデル）と、在庫を持たない注文を受けてから生産を始めること
で、最新スペックのパソコン製品を安価に提供することを実現した、受注生産（ビルト・
トゥ・オーダー）である。 
 それまで PC は、コンシュマー向けには家電量販店や PC 販売専門店などを通じて、法
人向けには営業販売代理店を通じて販売するのが常であったが、この Dell のビジネスモデ
ルは革新的とされ、HP や IBM など他の PC 製造販売企業だけでなく、家電や家具など異
なる他の業界からも徹底的に研究、分析され、2000 年頃を境に、現在において Dell のビ
ジネスモデルの斬新さや競争優位性は、もはや完全に消え失せてしまったといえる。 
 そこで Dell は 2003 年に社名を Dell Computer Corporation から Dell Inc.に刷新すると
共に、自社のポートフォリオを見直し、事業バリエーションによる競争優位性を備えるべ
く、サーバ関連製品の製造販売を本格化させた。 
 Windows OS によってダウンサイジングされた、PC ベースのコンピュータ技術をベー
スに、部品レベルで規格化された IBM ＰＣ互換機と同様の製造方法が可能な Windows
サーバ関連製品の製造販売を強化すると共に、事業バリエーションを更に広げるために、
ネットワーク、ストレージ、関連ソフトウェア、およびシステムインテグレーション企業
を、豊富な資金力を使って積極的に買収した。 
 Dell はこれまでにも、PC の関連技術や関連商品の網羅性を高めるための水平統合的
M&A を実施してきたが、システムの中核であるそれらの IT 基盤を自社ポートフォリオと
して取り込むことによって、顧客の IT ライフサイクルの川上から川下まで、トータルソリ
ューションすることで競争優位性を備え、将来の成長事業に育てようとしたのである。 
 2013 年現在では、Dell のサーバは、IBM、HP に続いて世界市場第 3 位、18.8%のシェア
を持ち、第 4 位の Oracle（シェア 6.0%）を大きく引き離すまでに至っている51。 
 
第４項 Dell の競合環境 
 Dell の競合は、PC などのデバイス事業における競合は、本来であれば HP や NEC、富
士通、SONY、Apple、または Lenovo、Acer、Asus、Samsung といった新興国企業であ
るが、昨今、PC からスマートフォンやタブレット等の代替製品への流出による売上が激
                                                   
51 IDC Worldwide Quarterly Server Tracker, August 2013.  
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減しており、2012 年度はデバイス事業の売上が 332 億ドルだったのが、WindowsXP サポ
ート切れに伴う PC 買い替え需要があり、国内市場での PC 販売シェアは昨年度 5 位から 4
位となったにも関わらず、2013 年度は 283 億ドルと、PC は深刻な落ち込みを見せている。 
 また、デスクトップ仮想化、もしくはデスクトップのクラウドサービスである DaaS
（Desktop as a Serivice）が、2013 年度 PC 比 2%であったのが 3%となり、PC の代替品の
出現により、PC の売上下落に拍車を掛ける形となっている。 
 
図表 46 Dell の競合環境
 
出所）筆者作成 
 
第５項 Dell の MBO、株式非公開化 
 米 Dell Inc.は、米国時間 2013 年 9 月 12 日に開催した臨時株主総会で同社最高経営責任
者（CEO）の Michael Dell 氏と投資会社の Silver Lake Partners 社による買収案を承認した
と発表した。  
 買収金額は約 249 億ドル（約 2 兆 5000 億円）となり、株主に対しては 1 株当たり 13.75
ドルに 0.13 ドルの特別報酬を上乗せた 13.88 ドルが支払われることになる。  
 2013 年 2 月に Dell 氏による買収提案が行われ、取締役会で承認されたものの、未公開
株（プライベートエクイティ）を対象にした投資会社の Blackstone 社と“モノ言う株主”と
しても著名な投資家の Carl Icahn 氏の二者から対抗案が出され、同年 9 月上旬に同氏が買
収提案を取り下げるまで、7 ヶ月にわたって買収合戦が繰り広げられることになった。  
 今回の臨時株主総会での非公開化の提案承認でDellの2014年度第3四半期（2013年8~10
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月）までに、Michael Dell 氏と Silver Lake 社によるマネジメントバイアウト（MBO）が
実行されることになり、非公開企業となった。 
 8 月下旬に来日した米 Dell のナンバー2 である、米 Dell プレジデント兼最高コマーシャ
ル責任者（Chief Commercial Officer：CCO）Steve Felice 氏は、「なぜ Dell は非公開化を
目指したのか」という質問に対して、「Dell が変革し、舵を大きく切る中でその成果を出
すには、公開企業のままではどうしても時間がかかると考えたためである。変革を優先す
れば、四半期ごとの業績にも変動が出てくることは避けがたい。だが、米国の上場企業は、
毎四半期に安定した業績を上げることが求められ、厳しい目にさらされており、それは、
迅速に変革を進める上で大きな壁となることから、迅速な変革にはプライベートな企業で
ある方が推進しやすいと判断した。目先の一時的な業績回復だけにとらわれずに、長期的
な視点で最善の判断が何かということを考えた結果である。Michael Dell は会社をきちん
と変革させ、エンドトゥエンドの会社になり、長期的な成長を遂げるという狙いから非上
場化を決断した。」と語っている52。  
 しかし、MBO を決めた Dell も、HP のように業績は著しく悪化していうのであろうか。 
世界首位だった HP でさえ、採算悪化で一時、PC 事業の売却も視野に入れていた様に、
PC 産業はコモディティ化が進み、収益性が落ちている。 
 
図表 47 Dell のセグメント別四半期営業利益推移 
 
出所）Dell IR より筆者抜粋 
                                                   
52 http://japan.zdnet.com/cio/sp_09ohkawara/35037628/ 
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 Dell の業績推移を簡単から分析してみると、売上高は 2008 年までは右肩上がりであっ
たが、ここ 5 年くらいは横ばいで推移している。 
 スマートフォンやタブレットの台頭で、もはやパソコンビジネスは成長分野ではなくな
ったこと示しているともいえる。 
 営業利益率が低迷しており、パソコン業界は中国の Lenovo や台湾の Acer などの台頭に
より、熾烈な価格競争にさられており、もはやパソコンは汎用品であり、かつてのような
収益性を保てなくなっているためと考えられる。 
 直近の四半期ベースのセグメント情報を見てみると、Consumer セグメントの急速な業
績悪化が読みとれ、直近では、急速にパソコン離れの影響が出来ている。 
 見方を変えると、 1 年足らずの業績の変化で、Dell 氏はパソコンビジネスの潮目の変化
を受け止め、MBO の意思決定スピードの速さには、目を見張るものがあるともいえる。 
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第５章 モジュール型 ITアーキテクチャの成功と罠 
第１節 モジュール型 ITアーキテクチャの限界 
第１項 オープン化・標準化の罠 
 栄枯盛衰の激しいＩＴ（情報技術）業界では、新たな波にのみ込まれ、表舞台を去った
企業が少なくない。 
 近年過去の日本において、大型コンピュータ製品に使われている MPU、DRAM、SRAM、
フラッシュメモリなどで世界一を誇っていた半導体産業でも同様の出来事が起こっていた。 
 1980 年代、大型コンピュータ向け半導体で、日本の最先端技術力が世界で高く評価され、
1990 年にはＮＥＣ、東芝、日立製作所が半導体世界市場の約 3 割のシェアを占めていた。 
 1990 年代に入り、ダウンサイジングによって PC など小型コンピュータが主流となると、
信頼性よりも価格が安いことが求められるようになった。 
 当時新興国として台頭してきていた韓国の重点国家成長戦略によって、Samsung 
Electronics Co., Ltd.は、東芝を中心に、日立製作所、三菱電機、NEC、富士通といった、
当時半導体産業の中心となった企業との技術業務提携を促し、更に日本企業の 3 倍近い年
収と住宅、社用車、家政婦など手厚い福利厚生を雇用条件として、日本企業から社員を大
量に引き抜き、合法的手段でもって、重要な機密情報の多くを手に入れることに成功した。 
 その後半導体産業は、韓国や台湾などの新興国企業ならではの低価格戦略によって国際
競争が激化し、半導体の相場価格が大きく下落したことで、これまで DRAM を採用でき
なかった精密機械製品にも採用できるようになり、需要が増えて市場拡大を促し、目先の
収益を伸ばせるという解釈も一部でなされた。 
 しかし 3～5 年後に投資回収を行う長期投資型の半導体産業では市場の変化に柔軟な対
応ができず、2000 年代に入ると、DRAM の相場価格は各社が技術提携を開始する以前に
比べて 20 分の 1 近くにまで下落し、日本の生産コストでは原価が販売価格を上回ってしま
う事態となり、やがて日系企業の多くは DRAM 事業から次々と撤退53、あるいは事業統合
によって事業の継続を図ったが、恒常的なデフレ円高と、2008 年のリーマンショックによ
る世界的な不況の煽りを受け、終にはエルピーダメモリやルネサステクノロジの様に、会
                                                   
53 東芝は 2002 年に DRAM 事業から撤退し、フラッシュメモリ事業への転換を図った。ＮＥＣと日立は事業統
合し、1999 年にはエルピーダメモリを発足させた。2002 年日立製作所と三菱電機は、システム LSI などの事業
を分社統合し、ルネサステクノロジを設立、2010 年に NEC エレクトロニクスと事業統合し、ルネサスエレク
トロニクスに商号変更。 
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社更生法の適用を受ける企業が出るほどまでに、利益の出ない産業へと成り下がり果てて
しまった。  
 半導体産業において、日系企業の弱体化を決定付けたものは、技術供与を伴う他国企業
との提携と技術者の引き抜きによる技術の流出であり、競争優位性の源泉である知的資
本・知的財産の流出を一旦流出してしまうと、もはや元の盆に戻ることはなく、競合他社
による更なる模倣を容易にさせ、製品は独自の「顔」を失い、「オーバーシューティング」
によって価格の下落を招き、その結果、日系企業は競争優位を失ってしまうこととなる。 
 半導体産において発生した事象は、IT 業界のそれとは異なるものの、そこにはいくつか
の共通性が存在している。 
 大型のホストコンピュータシステムであるメインフレームは、オープンで標準化された
分散モジュール型 IT アーキテクチャによって、多くの企業が高性能なコンピュータシステ
ムを安価に所有することができる様になったが、製品技術単位のモジュールパーツを組み
合わせる製造技術の模倣容易さによって、製造技術のコピーサイクルが早まり、コアモジ
ュールである CPU とオペレーションシステム、および独自開発のソフトウェア以外のモ
ジュールを除けば、コンピュータ製品自体は「顔」を失ったコモディティ製品となり、振
興国企業による追撃によって熾烈な国際コスト競争を招いた結果、プレーヤが交代し、老
舗企業が市場から撤退を余儀なくされる結果となった。 
 さらにネットワーク技術の発展とインターネット基盤の整備、そしてスマートデバイス
の登場によって、誰もがいつでもインターネット環境に自由に接続ができる様になったこ
とで、送り手と受け手は簡単に商取引が進められるようになり、売り手と買い手の商取引
に伴う摩擦が限りなく減少することで、企業が持つ独自性や商品の競争力が薄れ、売り手
の収益が更に低下することとなった。 
 過去 IT 業界では、オープンで標準化された分散モジュール型 IT アーキテクチャへの転
換によって、IT が社会や企業にとって身近で必要不可欠な社会インフラとして深く浸透し
たことで、社会全体の利便性が向上し、新たな巨大な市場を創出し、多くの企業が経済的
利益を享受してきたが、フラットでオープンなモジュール型のアーキテクチャこそが、知
的資本・知的財産を自社に留保させることを困難にしたと云えるのではないかと考える。 
 更にここに来て、インターネットの普及とクラウド化の波によって、分散モジュール型
IT アーキテクチャのビジネスモデルこそが、多くの IT 企業にとって大きな足枷になろう
としている。 
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第２項 クラウドによる IT アーキテクチャの転換 
 Google が 2006 年に”クラウド”という言葉を提唱した時から既に、IT 業界の中では”
クラウド”を、一見説得力があるように見えるが具体性がなく明確な合意や定義のないキ
ーワード、いわゆる”バズワード”として見る向きも多くあり、事実、クラウドは個人向
けに用意されたパブリッククラウドが基本的サービスの実態であり、企業向け基幹システ
ムの様な環境に適用するには技術的、セキュリティ的にも障壁が高く、やがて消え去るか、
言葉が変わって新たなサービスとして再登場することになるだろうとして、多くの企業が
様子を伺う姿勢が見られていた。 
 ところが、”クラウド”の概念を理解し始めた市場の潜在的期待は想像以上に大きく、新
たなクラウドサービスが登場すると共に、多くの大企業が基幹システムにおいても次々と
企業向けクラウドサービスに切り替える動きが年々加速しているのが実態である。 
 今後、様々なクラウドサービスを提供する新たなクラウドサービス事業者が出現し、事
業者間の切磋琢磨の末、各種クラウドサービスが成熟を見せ、本格的なクラウドコンピュ
ーティングの時代を迎るようになると、高価で重たい IT 基盤の所有と運用の役割は、信頼
を託せるクラウドサービス事業者への移行は加速されて行くことになり、企業にとってサ
ービス事業者に求める関心事は、強固に担保されたセキュリティレベルや、ユーザの高い
利便性、運用管理者にとっての管理の容易さ、システム構成を変更する際の柔軟さ、他の
システムと連携する際の容易さ、そして低コストであることが、IT への関心の対象となる。 
 
図表 48 クラウドサービス利用時に期待する効果 
パブリッククラウド（SaaS） 
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プライベートクラウド（PaaS/IaaS） 
 
 
出所）㈱NTT データ経営研究所『クラウド利用動向におけるアンケート調査』（2012 年 12 月） 
 
 そうなると、これまで IT 業界の主流を成してきた各種ハードウェアメーカーが競争力の
源泉としてきた製品の特徴や、分散モジュール型 IT アーキテクチャを構築するための、従
来のシステムインテグレーション能力といったものは、もはや競争力の源泉ではなくなり、
多くの企業は従来ビジネスのモデル転換を図って行かなければ、企業の競争優位性はやが
て損なわれ、持続的成長を維持できなくなることは、これまでの歴史が示す通りである。 
 従来コンピュータは、販売した製品やシステムを利用し始めた後、安定した環境を使い
続けられるように、保守やサポートなどのアフターサービスを求められることから、高い
顧客満足度によって継続的な顧客獲得を続けて行くために、手厚い保守サポートをサービ
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スとして提供している企業が多いが、システムの運用・保守サポートなどのアフター事業
は、製品の販売が続く限り安定的な収益が発生するので、熾烈な価格競争の結果、製品の
利益は薄くとも、アフター事業で収益を挽回できる場合もあり、コンピュータ販売事業者
にとっても、云わばドル箱事業でもあった。 
 Dell の財務状況を例に挙げて、前項図表 41 の事業別売上を見てみると、製品事業によ
る売上利益は 18％であるが、PC 事業の低採算化を考慮しても、製品事業の収益は必ずし
も高いものではない事が判る。 
 一方、Dell のサービス事業については、IR セグメント情報ではサービスとソフトウェア
を同一セグメントにしているため、サービス事業の純粋な収益力を判断することは難しい
が、サービス・ソフトウェア事業は 33.8％の売上利益を上げており、高収益に見えるもの
の、世界の従業員約 11 万人のうち個人・法人向け PC、および法人向けサーバ、ストレー
ジ、ネットワーク等のエンタープライズ製品の保守サポートを中心とする、サービス部門
の要員は約 4 万 5 千人と全社員の 40％以上を占めており54、その人件費の巨額さを考慮す
ると、サービス事業を維持継続させるためのコストは際立って大きいことが判る。 
 クラウド化が加速すると、ハードウェア製品やソフトウェア製品だけでなく、製品に付
随する保守やサポートなどのアフターサービスも、企業の手からクラウド事業者に移行す
ることとなるため、Dell が現在のビジネスモデルを継続したままであれば、ハードウェア
製品やソフトウェア製品の中で、不採算化が懸念される事業の売却や再整理を行うだけに
留まらず、最悪、サービス部門の要員の多くを整理しなければならなくなる可能性がある。   
 Dell に限らず、本格的なクラウド化を目の前に、この様に分散モジュール型 IT アーキテ
クチャの持続的成長モデルは限界に達しており、過去に栄華を誇り勝ち組と称された IT 企
業であっても、次の新たなビジネスモデルを選択すべき時期に来ている。 
 
第２節 生き残りを賭けた IT企業 
第１項 IT 業界の勝者と敗者 
 IBM はメインフレームの失敗から立ち直るため、1990 年代に事業再編を行い、2005 年
に PC 事業をいち早く売却し、事業の主軸をハードウェアからサービスとソフトウェアに
転換し、2012 年度にはサービスの占める割合が 56.3%、ソフトウェアが 24.4%、ハードウ
ェア製品・金融事業が 19.4％と、今やハードウェアメーカーからソフトウェアとサービス
                                                   
54 Dell Inc. 2013 Annual Report 
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の企業への脱却をいち早く成し遂げ55、2013 年には Smart Computing という、クラウド、
モバイル、ソーシャル、ビッグデータ（アナリティクス）への本格的注力の姿勢を現す概
念を発表し、事業の選択と集中を行ったことは、前章の中でも述べた通りである。 
 また、IBM は研究開発（R&D）への投資額は売上額比率 6.3%と、HP の 3.4%、Dell の
1.1％と比べても突出しており、HP の 2010 年の特許取得件数が 1,480 件だったのに
対して IBM は 5,896 件と、知的資本力への注力の姿勢は他社の群を抜いている。  
 2011 年度の営業利益率で 3 社を比較すると（図表 27・28 参照）、IBM が 15.3%、
HP が 7.6%、Dell が 5.6%と、高収益事業への選択と集中の結果が見て取れる。  
 これまでハードウェアメーカーにとっては、他社に真似のできない技術の研究開発力や
特許取得数が競争優位を維持するための必須条件であったが、クラウドの時代に競争優位
を得るためには、コストやセキュリティ、運用管理やサービスの品質向上に向けた技術開
発が技術力として求められ、例えば、マルチクラウド環境でアプリケーションを統合的に
サポートしたり、異なるクラウド間のデータ変換を容易に行えたりするユーザビリティに
ついての技術も重要となる。 
 これまで、ベンダーが製品技術や製造技術に対して振り向けていた技術開発・R&D の資
源は、他社比較優位をもたらし得る提供サービスに対しての技術開発・R&D に振り向けな
ければならず、サービスの質を向上させるための技術開発力こそが、他社との比較優位を
もたらす源泉となるが、多くの IT 企業は、分散モジュール型 IT アーキテクチャのビジネ
スモデルに基づいて得た成功体験に従い、製品の開発技術よりも製造技術に投資を行って
きたために、技術開発・R&D そのものの能力が欠落している事が多く、知的資本力の差に
よって、今後のクラウド時代に勝者と敗者を分ける重要な要因となると云える。 
 クラウド時代の勝者として必要条件となる事業や経営基盤を M&A で手に入れることは
IT 業界においては常套手段であり、IT 企業の豊富な資金力をもってすれば手に入れること
は可能であるかもしれない。 
 しかし、これまで如何に栄華を誇った事業や企業であっても、時代がその価値を求めな
くなった場合には、市場から清く撤退する決断を行うことも、企業経営者にとって重要な
意思決定であり、ドラスティックな企業文化の転換を伴う未来に向けたビジネスモデル転
換を完遂させられるか否かは、最終的には経営者の力量に全てが掛かっていると云える。 
                                                   
55 IBM は PC サーバ事業で世界第 3 位、8.5％の世界シェアを占めていたが、価格競争の激し
い当事業を Lenovo に 23 億ドルで売却すると 2014 年 1 月に発表した。 
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Appendix 
図表 48 IBM のバランスシート 
資産 (ASSETS)
流動資産 (Current assets)
現金および現金同等物(Cash, cash equivalents)11.1$           11.9$       
売掛金(Accounts receivable) 12.5$           12.7$       
短期金融債権(Short-term financing receivables, net)18.0$           16.9$       
棚卸資産(Inventories) 2.3$             2.6$         
その他の流動資産(Other current assets) 5.4$             6.9$         
固定資産 (Non-current assets)
有形固定資産(Property, plant, and equipment)14.0$           13.9$       
無形固定資産(Intangible assets)
のれん(Goodwill) 29.2$           26.2$       
購入無形資産(Purchased intangible assets)3.8$             3.4$         
前払年金資産(Prepaid pension assets) 0.9$             2.8$         
繰延税金資産(Deferred taxes) 4.0$             3.5$         
長期金融債権(Long-term financing receivables)12.8$           10.8$       
投資及びその他資産(Investments and sundry assets)5.0$             4.9$         
資産合計 (Total Assets) 119.2$        116.4$     
負債および資本 (LIABILITIES AND STOCKHOLDERS’ EQUITY)
流動負債 (Current Liabilities)
未払法人税(Taxes) 4.9$             3.3$         
短期借入金(Short-term debt) 9.2$             8.5$         
買掛金(Accounts payable) 8.0$             8.5$         
賃金給与(Compensation and benefits) 4.7$             5.1$         
繰延収益(Deferred income) 12.0$           12.2$       
未払費用およびその他(Accrued and other) 4.8$             4.5$         
固定負債 (Fixed debt)
長期借入金(Long-term debt) 24.1$           22.9$       
退職給付金債務(Retirement and nonpension postretirement benefit obligations)20.4$           18.4$       
長期繰延収益(Long-term deferred revenue) 4.5$             3.8$         
その他の固定負債(Other non-current liabilities)7.6$             9.0$         
負債合計 (Total Liabilities) 100.2$        96.2$       
株主資本 (Stockholders’ equity)
普通株および過剰資本(Common stock and capital in excess)50.1$          48.1$       
自己株式コスト(Treasury stock cost) -123.1 $       -111.0 $   
利益剰余金(Retained earnings) 117.6$        104.9$     
その他の包括損失累計額(Accumulated other comprehensive loss)-25.8 $         -21.9 $     
非支配持分(Noncontrolling interest) 0.1$             0.1$         
株主資本合計 (Total stockholders’ equity) 19.0$           20.2$       
負債および株主持分 (Total debt and stockholders’ equity)119.2$        116.4$      
出所）IBM IR より筆者抜粋 
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図表 49 HP のバランスシート 
資産 (ASSETS)
流動資産 (Current assets)
現金および現金同等物(Cash, cash equivalents)11.3$      8.0$         
売掛金(Accounts receivable) 16.4$       18.2$       
短期金融債権(Short-term financing receivables, net)3.3$        3.2$         
棚卸資産(Inventories) 6.3$         7.5$         
その他の流動資産(Other current assets)13.4$       14.1$       
固定資産 (Non-current assets)
有形固定資産(Property, plant, and equipment)12.0$       12.3$       
無形固定資産(Intangible assets)
のれん(Goodwill) 31.1$       44.6$       
購入無形資産(Purchased intangible assets)4.5$         10.9$       
長期金融債権(Long-term financing receivables)10.6$      10.8$       
資産合計 (Total Assets) 108.8$     129.5$     
負債および資本 (LIABILITIES AND STOCKHOLDERS’ EQUITY)
流動負債 (Current Liabilities)
未払法人税(Taxes) 0.8$         1.0$         
短期借入金(Short-term debt) 6.6$         8.1$         
買掛金(Accounts payable) 13.4$       14.8$       
賃金給与(Compensation and benefits)4.1$         4.0$         
繰延収益(Deferred income) 7.5$         7.4$         
未払費用およびその他(Accrued restructuring and Other accrued liabilities)14.3$       15.1$      
固定負債 (Fixed debt)
長期借入金(Long-term debt) 21.8$       22.6$       
契約債務及び偶発債務(Commitments and contingencies)17.5$       17.5$       
負債合計 (Total Liabilities) 85.9$       90.5$       
株主資本 (Stockholders’ equity)
普通株および過剰資本(Common stock and capital in excess)0.0$        0.0$         
資本剰余金(Additional paid-in capital
) 6.5$         6.8$         
利益剰余金(Retained earnings) 21.5$       35.3$       
その他の包括損失累計額(Accumulated other comprehensive loss)-5.6$        -3.5 $        
非支配持分(Noncontrolling interest) 0.4$         0.4$         
株主資本合計 (Total stockholders’ equity)22.8$       39.0$       
負債および株主持分 (Total debt and stockholders’ equity)108.8$    129.5$      
出所）HP IR より筆者抜粋 
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図表 50 Dell のバランスシート 
資産 (ASSETS)
流動資産 (Current assets)
現金および現金同等物(Cash, cash equivalents)12.6$       13.9$       13.9$       
短期投資(Short-term investments) 0.2$         1.0$         0.5$         
売掛金(Accounts receivable) 6.6$         6.5$         6.5$         
短期金融債権(Short-term financing receivables, net)3.2$        3.3$         3.6$         
棚卸資産(Inventories) 1.4$         1.4$         1.3$         
その他の流動資産(Other current assets)4.0$         3.4$         3.2$         
固定資産 (Non-current assets)
有形固定資産(Property, plant, and equipment)2.1$         2.1$         2.0$         
無形固定資産(Intangible assets)
のれん(Goodwill) 9.3$         5.8$         4.4$         
購入無形資産(Purchased intangible assets)3.4$         1.9$         1.5$         
長期投資(Long-term investments) 2.6$         3.4$         0.7$         
長期金融債権(Long-term financing receivables)1.3$         1.4$         0.8$         
その他固定資産(Other non-current assets)0.9$        0.5$         0.3$         
資産合計 (Total Assets) 47.5$       44.5$       38.6$       
負債および資本 (LIABILITIES AND STOCKHOLDERS’ EQUITY)
流動負債 (Current Liabilities)
短期借入金(Short-term debt) 3.8$         2.9$         0.9$         
買掛金(Accounts payable) 11.6$       11.7$       11.3$       
未払費用およびその他(Accrued and other)3.6$        3.7$         4.2$         
短期繰延収益(Short-term deferred revenue)4.4$        3.7$         3.2$         
固定負債 (Fixed debt)
長期借入金(Long-term debt) 5.2$         6.4$         5.1$         
長期繰延収益(Long-term deferred revenue)4.0$         3.9$         3.5$         
その他の固定負債(Other non-current liabilities)4.2$         3.4$         2.7$         
負債合計 (Total Liabilities) 36.8$       35.6$       30.8$       
株主資本 (Stockholders’ equity)
普通株および過剰資本(Common stock and capital in excess)12.6$       12.2$       11.8$       
自己株式コスト(Treasury stock cost) -32.1 $     -31.5 $     -28.7 $     
利益剰余金(Retained earnings) 30.3$       28.2$       24.7$       
その他の包括損失累計額(Accumulated other comprehensive loss)-0.1 $        -0.1 $        -0.1 $        
非支配持分(Noncontrolling interest) 0.0$         - -
株主資本合計 (Total stockholders’ equity)10.7$       8.9$         7.8$         
負債および株主持分 (Total debt and stockholders’ equity)47.5$      44.5$       38.6$        
出所）Dell IR より筆者抜粋 
 
